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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成16年10月 平成17年10月 平成18年10月 平成19年10月 平成20年10月

売上高 （千円） 9,618,050 10,553,216 16,435,633 19,422,929 18,450,528

経常利益 （千円） 3,877,660 3,775,991 4,699,623 4,897,353 2,457,393

当期純利益 （千円） 2,270,173 1,983,429 2,752,059 2,792,373 1,034,839

純資産額 （千円） 7,342,362 8,769,250 11,266,230 13,403,822 13,320,989

総資産額 （千円） 9,394,990 12,207,268 16,950,399 18,266,939 17,076,685

１株当たり純資産額 （円） 31,141.97 16,758.93 20,993.90 24,433.45 24,379.96

１株当たり当期純利益金

額
（円） 10,294.25 3,794.04 5,174.63 5,125.24 1,888.83

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － 3,625.77 5,079.81 5,104.35 －

自己資本比率 （％） 78.2 71.8 66.5 73.4 78.0

自己資本利益率 （％） 35.3 24.6 27.5 22.6 7.7

株価収益率 （倍） － 32.4 18.6 10.8 10.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 2,306,023 2,172,500 3,113,880 3,043,076 1,302,507

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △204,416 △1,504,302 △1,410,247 △575,469 △1,626,847

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △655,347 △1,416,709 △164,307 △952,260 △1,238,637

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） 6,905,056 6,888,620 8,444,655 9,983,431 8,416,344

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

66

(13)

119

(18)

185

(37)

196

(38)

205

(48)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第13期は新株予約権の残高がありますが、当社株式

は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

また、第17期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 　　　 ３．第13期の株価収益率については、当社株式は非上場でかつ、店頭登録もしておりませんでしたので記載しており

ません。

 　　　 ４．当社は平成17年６月20日付で株式１株につき２株の分割を行っております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成16年10月 平成17年10月 平成18年10月 平成19年10月 平成20年10月

売上高 （千円） 9,603,076 9,939,957 10,522,819 10,686,296 9,647,177

経常利益 （千円） 3,876,285 3,526,894 4,156,337 4,206,936 2,787,419

当期純利益 （千円） 2,268,900 1,947,956 2,407,816 2,441,716 1,375,761

資本金 （千円） 422,500 2,059,726 2,070,079 2,070,079 2,070,079

発行済株式総数 （株） 235,000 549,872 550,348 550,348 550,348

純資産額 （千円） 7,341,088 8,730,535 10,895,136 12,683,936 12,951,730

総資産額 （千円） 9,388,288 10,123,910 14,073,042 15,240,040 14,778,477

１株当たり純資産額 （円） 31,136.55 16,699.80 20,302.39 23,121.19 23,704.14

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配

当額）

（円）
3,900.00

(－)

1,975.00

(975.00)

1,850.00

(800.00)

1,900.00

(950.00)

1,325.00

(925.00)

１株当たり当期純利益金

額
（円） 10,288.41 3,740.90 4,527.36 4,481.63 2,511.09

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － 3,574.98 4,444.40 4,463.37 －

自己資本比率 （％） 78.2 86.2 77.4 83.2 87.6

自己資本利益率 （％） 35.3 24.2 24.5 20.7 10.7

株価収益率 （倍） － 32.9 21.3 12.3 7.8

配当性向 （％） 37.9 52.8 40.9 42.4 52.8

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

63

（ 8）

75

(11)

85

(14)

95

(14)

105

(18)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第13期は新株予約権の残高がありますが、当社株式

は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

また、第17期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第13期の株価収益率については、当社株式は非上場でかつ、店頭登録もしておりませんでしたので記載して

おりません。

４．当社は平成17年６月20日付で株式１株につき２株の分割を行っております。
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２【沿革】

平成４年４月 当社設立（東京都品川区、資本金30,000千円）。設立と同時に株式会社ダイケンより情報誌発行業務

を譲受け、事業を開始。

　 事業開始時の支社は次のとおり。

　 　東京支社（東京都品川区）、大阪支社（大阪市天王寺区）、札幌支社（札幌市中央区）、

　 　仙台支社（仙台市宮城野区）、名古屋支社（名古屋市中区）、九州支社（福岡市中央区）

　 事業開始時の情報誌は次のとおり。

　 　札幌、東北、首都圏、東海、近畿圏、京滋（京都・滋賀）、福岡の国内７版。

　 　香港、台北の国外２版。（平成10年11月「ab.CHINTAI」に集約）

平成４年11月 ニューヨーク・ボストン版（平成10年11月「ab.CHINTAI」に集約）発刊。

平成６年９月 本店を東京都港区に移転。

平成７年10月 情報誌「CHINTAI」奈良版発刊。

平成８年４月 ユーロ版（平成10年11月「ab.CHINTAI」に集約）発刊。

平成８年７月 賃貸物件検索サイト「CHINTAI Web」（平成18年12月「CHINTAIネット」に名称変更）による情報

提供サービスを開始。

平成９年12月 情報誌「CHINTAI」北九州版発刊。

平成10年11月 海外向けの情報誌「ab.CHINTAI」を創刊。

平成11年１月 情報誌「CHINTAI」神奈川版発刊。

平成11年６月 米国ZAGAT SURVEY,LLCと提携し、レストランガイドブック「ZAGAT SURVEY 東京のレストラ

ン」を創刊。

平成11年８月 株式会社エイビー・チンタイ（東京都港区、資本金10,000千円）を子会社とする。

　 海外版情報誌「ab.CHINTAI」に関する業務を同社に移管。

平成11年11月 広島支社を広島市中区に開設。

　 情報誌「CHINTAI」広島版発刊。

　 各種携帯情報サービスを開始。

平成12年６月 賃貸住宅ビジネス情報サイト「digital BATIR（デジタル・バティール）」のサービスを開始。

平成13年１月 不動産業者向け広告出稿支援システム「ＣＲＳ」の開発・提供開始。

平成13年８月 CHINTAIネットにおいて検索システム「わがままオーダー」サービスを開始。

平成13年９月 情報誌「CHINTAI」群馬・埼玉北部版発刊。

平成13年11月 レストランガイドブック「ZAGAT SURVEY 大阪・神戸・京都のレストラン」を創刊。

平成14年１月 情報誌「CHINTAI」佐賀・久留米・筑後版発刊。

平成14年６月 株式会社シージーシー（大阪市北区、資本金90,000千円）を子会社とする。

平成14年８月 株式会社シージーシーを合併する。

　 情報誌「CHINTAI」茨城版発刊。

平成14年９月 情報誌「CHINTAI」浜松版、熊本版発刊。

平成14年10月 情報誌「CHINTAI」姫路・神戸西版発刊。

平成15年１月 情報誌「CHINTAI」大分版、大阪南部・和歌山版、福島・郡山版、栃木版発刊。

平成15年２月 情報誌「CHINTAI」青森版、長野版発刊。

平成15年５月 CRS StandAlone（SA）版によるサービス開始。

平成15年８月 広島支社閉鎖。支社業務は福岡印刷センター協業組合（現　株式会社ＦＰＣ）に広島オフィスとして

代行委託する。

平成15年10月 海外版情報誌「ab.CHINTAI」を廃刊し、海外情報はWebサイトに特化する。

平成15年12月 CHINTAIネットにおいて検索システム「情報誌から一発部屋探し」サービス開始。

　 情報誌「CHINTAI」千葉版、埼玉版（首都圏版の分冊）発刊。

平成16年１月 情報誌「CHINTAI」三重版（東海版の分冊）、愛知・岐阜版（東海版の名称変更）発刊。

平成16年３月 情報誌「CHINTAI」静岡版発刊。

　 情報誌「CHINTAI」熊本版を印刷協業組合サンカラーとの共同出版により「リヴCHINTAI熊本版」

として新創刊。

平成16年７月 株式会社ＨＤＡ（東京都港区、資本金10,000千円）を子会社として設立。

平成16年８月 情報誌「CHINTAI」姫路・神戸西版を「CHINTAI」神戸～姫路版に名称変更。

平成16年10月 情報誌「CHINTAI」富山版、新潟版発刊。

平成16年11月 大阪証券取引所ヘラクレス市場に株式を上場。

平成16年12月 本社を東京都港区虎ノ門に移転。
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平成17年１月 情報誌「CHINTAI」千葉版、埼玉版を首都圏版に統合。

平成17年２月 CHINTAIネットにおいて賃貸生活者向けサービス「CHINTAIライフアシスト」、女性向け賃貸物件

検索サイト「ウーマンCHINTAI」を開始。

平成17年３月 CHINTAIネットにおいて男性向け賃貸物件検索サイト「Free Style Project」を開始。

平成17年４月 株式会社サンスイ（大阪府大阪市、資本金63,000千円）を子会社として取得。

　 CHINTAIネットにおいてＥコマース事業「CHINTAIショッピング」を開始。

平成17年６月 株式分割（１株を２株とする）を実施。

　 情報誌「CHINTAI」沖縄版発刊。

平成17年７月 CHINTAIネットにおいて株式会社サンマークライフクリエーションとのコンテンツ提携により「結

婚情報サービス」を開始

平成17年８月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ（CHINTAI Co.,LTD）に商号を変更。 

 株式会社エーシーサービス（東京都港区、資本金220,000千円）を子会社として取得。

　 CHINTAIネットにおいて賃貸オーナー向けサイト「CHINTAIオーナ－・ナビ」を開設。

平成17年９月 株式会社エアーアンドシーサービス（東京都港区、資本金60,000千円）を子会社として取得。

平成17年11月 情報誌「CHINTAI」宮崎版発刊、「住宅ガイドCHINTAI」長崎版新創刊。 

平成17年12月 CHINTAIネットにおいて、衛星写真とパノラマ画像を無料提供。 

平成18年１月 CHINTAI IRニュース配信サービスを開始。 

平成18年２月 情報誌「CHINTAI」石川版発刊、創刊30周年・全国30版達成。 

　 株式会社エアーアンドシーサービスと株式会社エイビー・チンタイが合併。

平成18年３月 株式会社サンスイと有限会社ホットブームが合併。

平成18年４月 株式会社エアーアンドシーサービスが名古屋店を開設。

平成18年６月 株式会社エアーアンドシーサービスから株式会社ＣＨＩＮＴＡＩトラベルサービスへ商号変更。

平成18年７月 「ザガットサーベイ」のアンケートがオンライン化にてネット投票スタート。 

　 プライバシーマーク取得。

平成18年８月 株式会社ＭｏｎｔｈｌｙＣＨＩＮＴＡＩ（東京都港区、資本金10,000千円）を子会社として取得。

平成18年９月 高級マンション情報サイト「Luxe CHINTAI」（リュクスチンタイ）を開設。

　 株式会社光藍社（東京都文京区、資本金10,000千円）を子会社として取得。

平成18年10月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩトラベルサービスが大阪店を移転。

平成18年11月 株式会社サンスイと株式会社エーシーサービスのシステム関連事業を統合。

平成18年12月 インターネット・サイト「CHINTAIネット」、携帯電話向け情報サービス「CHINTAIモバイル」を

フルリニューアル。Googleを搭載した「フリーワード検索」サービス開始。 

　 広告出稿支援システム「ＣＲＳ」バージョンアップ版をリリース。

平成19年１月 情報誌「CHINTAI」首都圏版リニューアル。

　 情報誌「CHINTAI」千葉版、埼玉版（首都圏版の分冊）発刊。

平成19年４月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩトラベルサービスがインターネット・サイトをリニューアル。ダイナミッ

クパッケージの販売を開始。

　 株式会社サンスイがプライバシーマークを取得。

平成19年５月 「ZAGAT SURVEY」MOVIE GUIDEの日本語翻訳版発売。

平成19年８月 情報誌「CHINTAI」高知版発刊。

　 株式会社ＭｏｎｔｈｌｙＣＨＩＮＴＡＩがプライバシーマークを取得。

平成19年10月 学生向け賃貸物件検索サイト「ガクセイCHINTAI」を開設。

平成19年12月 「CHINTAIネット」「CHINTAIモバイル」システム増強実施。

　 新商品「CHINTAI物件リスティング」の販売開始。

平成20年６月　 新商品「物件詳細ログ分析」、「検索条件ログレポート」の提供開始。　

平成20年８月　 情報誌「CHINTAI」神戸～姫路版を「CHINTAI」兵庫版に名称変更。　

平成20年12月　 CHINTAIネットにおいて、新検索サービス「住むマチサーチ」の提供を開始。　

　 CHINTAIモバイルにおいて、新検索サービス「Flashビュー検索」の提供を開始。　

　 情報誌「CHINTAI」上海版試験創刊。　
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社、連結子会社６社、非連結子会社１社及びその他の関係会社１社）は、不動産に関する情報提供

サービスを主軸としたメディア事業、システム関連事業、旅行事業、不動産賃貸借取引における保険代理事業、不動産

賃貸借取引における保証人代行事業、マンスリー物件を斡旋するマンスリー事業及び興行事業を行っております。

なお、その他の関係会社である株式会社ミント社と、全事業分野に携わる主要な取引はありません。

（メディア事業）

　不動産に関する情報提供サービスは、当社で発行又は運営する媒体である、情報誌「CHINTAI」、インターネット・

サイト「CHINTAIネット」及び携帯電話向け情報サービス「CHINTAIモバイル」（当社ではこれらを「マルチメ

ディア広告パック」と総称しております。）により提供されており、その主要コンテンツはアパート、マンション、貸

家などの賃貸住宅の空室情報であります。空室情報は不動産賃貸仲介業者様が出稿する広告であり、当社は各種媒体

に空室情報を掲載することにより広告料収入を得ております。

　また、当社では広告クライアントである不動産賃貸仲介業者様に対して、広告出稿支援システム「ＣＲＳ（

Chintai Realtor support System）」導入の営業を行っております。ＣＲＳは不動産賃貸仲介業務の支援機能に加え、当社

のマルチメディア広告パックへの広告出稿機能を備えており、不動産賃貸仲介業者様がＣＲＳを利用して出稿する広

告について、掲載数に応じて地域別に設定した広告料金を収受しております。

　情報誌「CHINTAI」は、32地域でそれぞれの地方版を発行しております。当社にとっての情報誌の販売先は、主に取

次会社、即売会社と呼ぶ書籍・雑誌や新聞の卸売業者であり、情報誌はそれらの業者を通じてコンビニエンスストア、

書店、駅売店などに配本されております。

　このほか、当社ではZAGAT Survey, LLC（ニューヨーク）との契約により、レストラン・ガイドブック「ザガット

サーベイ」を日本で出版する権利を得ており、「ザガットサーベイ　東京のレストラン」及び「ザガットサーベイ　大

阪・京都・神戸のレストラン」（ともに年刊）を出版しております。

　ザガットサーベイは、書店で一般消費者向けに販売されるほか、法人向けに注文に応じた装丁にて販売されておりま

す。

（システム関連事業） 

　連結子会社である株式会社サンスイは、主にシステム構築、設計・開発、導入、保守・運用及びコンサルティングを

行っております。当社の主力商品である広告出稿支援システム「ＣＲＳ」の開発やメンテナンスを請け負っておりま

す。また、自社開発商品であるグループウェア「７days」の販売を行っております。

（旅行事業）

  連結子会社である株式会社ＣＨＩＮＴＡＩトラベルサービスは、国内３店舗及びインターネット・サイトを窓口と

して、海外旅行に特化した航空チケットの販売により収益を得ております。また、空室情報を主要コンテンツとした情

報提供サービスを行っており、主に海外旅行者・赴任者・留学者・出張者を対象として、「アパートメント・ホテ

ル」と呼ばれるウィークリー／マンスリー物件の広告を自社サイトに掲載し、主に賃借人の斡旋による紹介手数料を

得ております。

（保険代理事業） 

　連結子会社である株式会社エーシーサービスでは、保険代理事業を行っております。当該事業は不動産の賃貸借契約

時及び更新時における損害保険代理店業務を行うことで手数料収益を得ております。 

（保証人代行事業）

　連結子会社である株式会社ＨＤＡでは、保証人代行事業を行っております。当該事業は不動産の賃貸借契約時におい

て、賃借人の連帯保証人を有料で請け負うことで収益を得ております。

（マンスリー事業）

　連結子会社である株式会社ＭｏｎｔｈｌｙＣＨＩＮＴＡＩは、マンスリー物件に賃借人の斡旋を行うことで収益を

得ております。

（興行事業）

　連結子会社である株式会社光藍社は、「レニングラード国立バレエ」を代表としたバレエ、音楽、舞台芸術などの各

種イベント公演の企画、製作及び興行を行うことで収益を得ております。
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当社グループにおける発行、運営媒体及び事業系統図は、次のとおりであります。

＜当社グループで発行、運営する媒体＞

　 平成20年10月31日現在

種別 媒体名

賃貸不動産情報誌 CHINTAI北海道版、CHINTAI東北版、CHINTAI福島・郡山版、CHINTAI栃木版、CHINTAI群馬版、

CHINTAI茨城版、CHINTAI首都圏版、CHINTAI神奈川版、CHINTAI千葉版、CHINTAI埼玉版、

CHINTAI長野版（注1）、CHINTAI静岡版、CHINTAI浜松版、CHINTAI愛知・岐阜版、CHINTAI三重版、

CHINTAI新潟版、CHINTAI石川版、CHINTAI富山版、CHINTAI京滋版、CHINTAI奈良版、

CHINTAI近畿圏版、CHINTAI大阪南部・和歌山版、

CHINTAI兵庫版（旧CHINTAI神戸～姫路版）（注2）、CHINTAI広島版、CHINTAI高知版（注1）、

CHINTAI北九州版、CHINTAI福岡版、CHINTAI長崎版（注1）、CHINTAI佐賀・久留米・筑後版、

CHINTAI大分版、CHINTAI宮崎版（注1）、CHINTAI沖縄版　全32版

ネット媒体情報

サービス

CHINTAIネット　（http://www.chintai.net/）

CHINTAIモバイル　ｉモード（NTTドコモ）、Ezweb（au）、Yahoo!ケータイ（ソフトバンク）

CHINTAI暮らしガイド　（http://www.chintai.net/oyakudachi/lifeguide/）（注3）

ウーマンCHINTAI　（http://www.chintai.net/style_woman/）（注4）

Free Style Project　（http://www.chintai.net/style_project/）（注5）

CHINTAIオーナー・ナビ　（http://owner.chintai.net/）（注6）

ガクセイCHINTAI　（http://od.chintai.net/gakuchin/）（注7）

Luxe CHINTAI　（http://luxe.chintai.net/）（注8）

ＨＤＡ 保証名人Advance　（http://www.hd-a.co.jp/）（注9）

CHINTAIトラベルサービス　（http://www.chintai-travel.com/）（注10）

Monthly CHINTAI　（http://www.monthlychintai.com/）（注11）

CONCERT and PLANNING AGENCY　ＫＯＲＡＮＳＨＡ　（http://www.koransha.com/）（注12）

書籍 ザガットサーベイ　東京のレストラン

ザガットサーベイ　大阪・京都・神戸のレストラン

ザガットサーベイ　ムービーガイド（日本語翻訳版）

（注）１．長野版、高知版、長崎版及び宮崎版につきましては、各地域の印刷業者、広告代理店への製作許諾により発行し

ており、当社は許諾先業者から売上高に応じたライセンス収入を得ております。

２．「CHINTAI神戸～姫路版」は、平成20年８月７日発売号（９月号）より、「CHINTAI兵庫版」に名称を変更

しております。

３．CHINTAI暮らしガイドは賃貸生活者に対する情報提供を目的としたサイトで、ブライダル情報、デリバリー

サービス、ペット共済保険等の生活関連情報をコンテンツとしております。 

４．ウーマンCHINTAIは女性向け賃貸物件検索をコンテンツとしております。

５．Free Style Projectは男性向け賃貸物件検索をコンテンツとしております。

６．CHINTAIオーナー・ナビは賃貸物件家主に対する情報提供を目的としたサイトで、賃貸物件経営情報・資産運

用情報をコンテンツとしております。

７．ガクセイCHINTAIは賃貸物件で生活する学生への情報提供を目的としたサイトで、大学等の学校から通学圏内

の賃貸物件検索をコンテンツとしております。

８．Luxe CHINTAI（リュクスチンタイ）は、東京23区（主に都心部）の高級マンション（一部、戸建含む）の情報

提供をコンテンツとしております。

９．ＨＤＡ保証名人Advanceは、株式会社ＨＤＡ（連結子会社）の商品「保証名人アドバンス」及び同社の企業情

報の提供を目的としたサイトです。

10．CHINTAIトラベルサービスは、株式会社ＣＨＩＮＴＡＩトラベルサービス（連結子会社）のインターネット・

サイトで、海外航空券販売、海外航空券とホテル予約を組み合わせたダイナミックパッケージの販売、海外ア

パートメント・ホテルの広告掲載を行っております。

　　　11．Monthly CHINTAIは、株式会社ＭｏｎｔｈｌｙＣＨＩＮＴＡＩ（連結子会社）のインターネット・サイトで、マン

スリーマンションの情報提供をコンテンツとしております。

　　　12．CONCERT and PLANNING AGENCY　ＫＯＲＡＮＳＨＡは、株式会社光藍社（連結子会社）のインターネット・サ

イトで、同社が企画するバレエ、オペラ、クラシックコンサート等の各種イベント公演の紹介、チケット予約及

び販売を行っております。

EDINET提出書類

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ(E05437)

有価証券報告書

  7/114



［事業系統図］

　事業の系統図は、次のとおりであります。
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（1）不動産物件広告取引について

賃貸不動産物件の広告料収入については、クライアントに応じて次のとおり取り決められております。

①株式会社エイブル及びエイブル保証株式会社

　広告料は、マルチメディア広告パックに掲載した物件の仲介が成立したことを条件に発生し、その額は物件の月

額賃料の半月分及び付帯費用であります。発生した広告料は10日ごとに集計し、集計締め後10日以内に回収しま

す。

②ＣＲＳ導入クライアント

　広告料は、情報誌「CHINTAI」の掲載頁数に応じた料金を地域別（版別）に設定したものを採用し決定してお

ります。広告料は、毎月末日までに請求し、原則として翌月末日までに回収します。なお、クライアントの都合等に

より追加の広告料を支払うことで、短期的な頁数の増加を可能としております。

③ＣＲＳを導入していないクライアント

　情報誌「CHINTAI」の広告は版別、号別にクライアントから受注しており、広告料は基本的に頁当たりの単価と

頁数で決定されます。広告の売上は情報誌の発売日に発生し、当該月度の広告料を毎月末日までに締めて請求し、

原則として翌月末日までに回収します。

　①及び②においては、通信回線経由でデジタルデータの原稿をやりとりするデジタル出稿方式が採られており

出稿された物件情報は「CHINTAIネット」「CHINTAIモバイル」へ掲載されますが、その掲載件数は無制限であ

ります（②において契約上の掲載件数を超えるものに関しては追加の広告料を収受しております）。③において

は、紙ベースで原稿をやりとりする従来型のアナログ出稿方式であります。出稿された原稿は「CHINTAIネッ

ト」「CHINTAIモバイル」へも掲載されますが、掲載件数は情報誌と同じであります。

（2）当社の広告メディアの特性について

　当社が賃貸物件情報を提供しております情報誌「CHINTAI」、インターネット・サイト「CHINTAIネット」、携帯

電話向け情報サービス「CHINTAIモバイル」は、以下の特性を有しております。

①情報誌「CHINTAI」

　情報誌「CHINTAI」の販売チャネルとしては、コンビニエンスストア、書店、駅売店等があります。

　賃貸不動産情報誌においては、コンビニエンスストアは最も納品量の多い販売チャネルでありますが、いずれの

店舗でも同種の情報誌を陳列するスペースは、数誌分に限定されているのが実情であり、大手コンビニエンスス

トアへの納品を確保することは重要な施策であります。

　なお、出版業界の慣行として、取次会社及び即売会社に配本した出版物（書籍、雑誌）について、期間を定めずに

返品を受け入れることを原則とする委託販売が行われており、返品の際には卸売価格と同価格で返品を受け入れ

ることとなっております。

　情報通信技術の進歩と普及につれ、一般にコンピュータや携帯電話などの端末からインターネット上の情報を

安価で手軽に取得することが可能となってきており、その利用度合いも高まっております。不動産業界において

も、ネット媒体によるサービスの提供がより進展した場合、情報誌等の紙媒体の売上が減少する可能性がありま

す。

　しかしながら、情報誌は複数の物件を一度に見比べられるため一覧性に優れ、通信環境に左右されないなどネッ

ト媒体にはない長所も持っております。当社としては両媒体を二者択一ではなく、両立し補完しあうものとして

捉えており、今後も情報誌の発行を継続していく考えであります。

②インターネット・サイト「CHINTAIネット」、携帯電話向け情報サービス「CHINTAIモバイル」

　当社ではインターネット・サイト「CHINTAIネット」、携帯電話向け情報サービス「CHINTAIモバイル」を自

社で運営するほか、インターネットの各種ポータルサイトとの提携により、幅広く情報発信をしております。賃貸

不動産情報提供サービスにおいてインターネットの利用が増加していることは①で述べたとおりですが、すでに

ネット媒体経由での問合せが、情報誌経由のそれを上回りつつあり、メディアとしての重要性はますます高まっ

ております。
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（3）ＣＲＳについて

　当社では広告クライアントである不動産賃貸仲介業者様に対して、広告出稿支援システム「ＣＲＳ（

Chintai Realtor support System）」の導入を勧めております。ＣＲＳは不動産賃貸仲介業務の支援機能に加え、当社の

マルチメディア広告パックへの広告出稿機能を備えており、不動産賃貸仲介業者様がＣＲＳを利用して出稿する広

告について、当社は掲載数に応じて地域別に設定した広告料金を収受しております。なお、株式会社エイブル及びエ

イブル保証株式会社はＣＲＳを使用しておりませんが、ＣＲＳに含まれるデジタル出稿機能を備えたプログラムを

当社が提供しております。

①営業支援機能

　マルチメディア広告パックへの物件情報の出稿のほか、店舗で使用するチラシの作成などクライアントの営業

を支援する機能であります。

　広告クライアントは、インターネット通信回線を通じて、当社マルチメディア広告パックのサーバに広告原稿を

デジタルデータで出稿します。入稿データは、当社サーバのプログラムにより、自動的に各種媒体に適した形に成

型（組版）されて掲載されるため、広告出稿から掲載までの期間が短く、情報誌においては従来型の紙原稿に比

べて約10日の日数を短縮できます。言い換えると、10日分情報の鮮度が向上するということでもあります。

②在庫登録機能

　物件情報の登録、部屋情報の登録、間取り図作成及び登録に加え、貸主情報の登録・管理等に関する機能で、物件

情報のデータベースを構築します。

③業務支援機能

　契約に必要な各種書類の作成や取引台帳の記帳、営業日報の作成などの締め処理、契約更新処理、退去管理など

の不動産仲介における営業事務のサポート機能であります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容

議決権の所有割
合又は被所有割
合

（％）

関係内容

（連結子会社）

株式会社サンスイ
東京都港区 70,000 システム関連事業 100.0

広告出稿システム

の設計・開発・運

営を業務委託して

いる。役員の兼任、

資金援助あり。

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ

トラベルサービス 

（注）１、３

東京都港区 220,000 旅行事業 100.0
役員の兼任、資金

援助あり。

株式会社エーシーサービ

ス 

（注）１

東京都港区 220,000 保険代理事業 100.0
役員の兼任、資金

援助あり。

株式会社ＨＤＡ 東京都港区 50,000  保証人代行事業 100.0

当社クライアント

の賃借人に対する

保証人代行。役員の

兼任、資金援助あ

り。

株式会社Ｍｏｎｔｈｌｙ

　ＣＨＩＮＴＡＩ
東京都港区 22,500  マンスリー事業 100.0

役員の兼任、資金援

助あり。 

株式会社光藍社 

（注）３
東京都文京区 10,000  興行事業 100.0 役員の兼任あり。 

（その他の関係会社）

 株式会社ミント社

東京都千代田

区
10,000  不動産賃貸、管理他

被所有

26.4
役員の兼任あり。

（注）１．特定子会社であります。

２．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

３．連結財務諸表の売上高に占める連結子会社の売上高の割合が100分の10を超える連結子会社である株式会社Ｃ

ＨＩＮＴＡＩトラベルサービス及び株式会社光藍社は、事業の種類別セグメント「旅行事業」及び「興行事

業」の売上高に占める売上高の割合が100分の90を超えておりますので、「主要な損益情報等」の記載は省略

しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年10月31日現在

区分 従業員数（人）

メディア事業 105 （18）　

システム関連事業 29 （ 6）　

旅行事業 25 （ 4）　

保険代理事業 7 （ 6）　

保証人代行事業 14 （ 5）　

マンスリー事業 2 （ 3）　

興行事業 23 （ 6）　

合計 205 （48）　

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（常用アルバイト、人材会社からの派遣社員）は、年間の平

均人員を（　）外数で記載しております。

 　　　 ２．従業員数が前連結会計年度末に比して、９人増加しております。

(2)提出会社の状況

　 平成20年10月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

　105（18） 　34.6 　4.4 5,066,579

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（常用アルバイト、人材会社からの派遣社員）は、年間の平均人員を（　）外数で記載して

おります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 　　　 ３．従業員数が前期末に比して、10人増加しておりますが、これは主に新入社員の採用によるものであります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

EDINET提出書類

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ(E05437)

有価証券報告書

 12/114



第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、米国のサブプライムローンに端を発した世界的金融市場の混乱・不安や、

原油をはじめとする各種原材料価格の高騰などによる今後の先行き不透明感の高まりから、景気の減速懸念が強

まっております。

　当社グループの主要ビジネス領域と密接に関連する住宅建設については、新設住宅着工数が７月から９月にかけ

て３ヶ月連続で前年同月を上回っておりますが、これは昨年６月に建築確認を厳しくした改正建築基準法が施行さ

れ、前年の着工戸数が大幅に減少していた反動増と思われ、この影響を除いた場合、景気低迷を受けて足元の住宅着

工状況は軟調となっております。

　このような環境下、当社グループにおいてはメディア事業における媒体力強化と売上向上に注力してまいりまし

た。

　平成19年12月に「システムの信頼性確保」・「レスポンスの向上」に対応したシステムリソースの増強を行うと

ともに不動産業者様向け新商品「CHINTAI物件リスティング」、新サービス「物件詳細ログ分析」「検索条件ログ

レポート」を開始いたしました。

　管理面におきましては、平成21年10月期より導入される財務報告に係る内部統制の評価に向けて対応を行ってお

ります。あわせてプライバシーマーク更新につきましては、実地審査を平成20年７月に受け、本申請に係る審査の諸

手続きを全て終えております。

　また、グループ会社におきましては、各社毎の施策を実行し業績向上に取り組んでおりますが、一部業績が好転し

ていない企業がございます。

　以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高18,450,528千円（前年同期比5.0％減）、営業利益3,249,671千円（前年

同期比26.6％減）、経常利益2,457,393千円（前年同期比49.8％減）、当期純利益1,034,839千円（前年同期比62.9％

減）となりました。

　当連結会計年度における事業の種類別セグメントの業績（セグメント間内部取引消去前）は、次のとおりであり

ます。

（メディア事業）

　当社においては、「賃貸仲介業者のためのマーケティングカンパニー」を目指して媒体力強化に注力いたしてお

ります。媒体価値（集客力・ユーザビリティ・信頼性）を高めるために様々な施策を実行し、反響（お問い合わ

せ）アップに努めてまいりました。

  平成19年12月に「システムの信頼性」と「レスポンスの向上」を目的としたサーバーの増強を図り、スムーズな

検索環境を構築し、従来比最大４倍のアクセス増に対応可能となりました。

　新システムの稼動に伴い、空室物件広告の掲載期間を大幅に短縮し掲載物件の鮮度向上を図りました。これによ

り、物件情報の流動性が高まり、鮮度の高い情報の提供が可能となりました。

　平成20年６月に不動産賃貸仲介業者様向けに新サービス「物件詳細ログ分析」・「検索条件ログレポート」を導

入いたしました。このサービスは、ホームページ上で空室物件を探される方が物件検索を行う際に、各々の地域にお

いて選択された家賃・付帯設備等諸条件をまとめたレポートを不動産賃貸仲介業者様に提供し、ユーザーのニーズ

にあった空室物件を調達する際の有効なツールとなるものです。

　同じく平成20年６月にホームページでお部屋を探される方が、最近チェックした物件・検索条件の保存・お気に

入り物件の登録など、前回の検索履歴から簡単に再検索できる新機能「マイ検索メニュー」を導入いたしました。

　また、掲載する物件の精度を高めるため、情報審査機能を強化しております。本社の情報審査室を増員するととも

に、大阪支社にも専属の担当者を配属いたしました。あわせて本社・支社エリア全域で実際に掲載頂いている不動

産賃貸仲介業者様や物件を訪問するスタッフを拡充して参りました。

　広報関連の活動といたしましては、平成20年６月にプロビーチバレープレーヤーの朝日健太郎選手と所属契約を

締結、北京オリンピックでの活躍を応援いたしました。また、平成20年８月には、新キャラクター「チンタイガー」

を登場させ、タレントの小林麻央さんとの共演が話題を呼びました。

　このような施策が功を奏し、賃貸物件ポータルサイトとしてユニークユーザー数トップの地位を維持しておりま

す。（ビデオリサーチインタラクティブ社調べ）あわせて、携帯電話向け情報提供サービス「ＣＨＩＮＴＡＩモバ

イル」においてもサービスを充実、主なキャリアにおいて公式メニュー順位が３位（ｉモード）２位（Ezweb）

（平成20年10月現在）となっております。

　しかしながら、不動産市況の悪化に伴う景気衰退の影響により、売上高は9,647,177千円（前年同期比9.7％減）、営

業利益は3,460,396千円（前年同期比20.4％減）となりました。
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（システム関連事業）

　株式会社サンスイ（連結子会社）においては、不動産賃貸仲介業者様向けのシステム開発及びその保守・運用、ま

た収益率の改善に注力いたしました。

　以上の結果、売上高については前年水準に到達できませんでしたが、収益改善を果たすことができ、売上高は

1,371,635千円（前年同期比13.0％減）、営業利益は79,371千円（前年同期123,014千円増）となりました。

（旅行事業）

　株式会社ＣＨＩＮＴＡＩトラベルサービス（連結子会社）では燃油サーチャージ高騰による割高感が高まる中、

航空券とホテルを自由に組み合わせて購入できる「ダイナミックパッケージ」での売上増強を推進いたしました。

しかし、価格競争が強まる中、収益率について低下する結果となりました。またコストに関しては「ダイナミック

パッケージ」導入にともなうシステム関連費が増加いたしましたが、有楽町・赤坂・名古屋といった不採算店舗３

店の統廃合を行うなどコスト削減に努めました。

　以上の結果、売上高は2,731,492千円（前年同期比7.2％増）、営業損失は118,204千円（前年同期比4.9％減）となり

ました。

（保険代理事業）

　株式会社エーシーサービス（連結子会社）においては、契約更新者様への保険継続の案内・通知の見直し、アウト

バウンド・コール等を積極的に推進し賃貸借契約更新時における保険継続率の向上を図ってまいりました。

　以上の結果、売上高は881,185千円（前年同期比6.4％増）、営業利益は524,586千円（前年同期比7.6％増）となりま

した。

（保証人代行事業）

　株式会社ＨＤＡ（連結子会社）では、「保証名人Advance」の定着が浸透いたしました。あわせて大手不動産仲介

会社の管理物件を取り込む事ができました。一方業務委託先との業務分担に伴う契約内容の見直しを行いました。

　以上の結果、売上高は980,048千円（前年同期比35.9％増）、営業利益は71,308千円（前年同期比56.1％減）となり

ました。

（マンスリー事業）

　株式会社ＭｏｎｔｈｌｙＣＨＩＮＴＡＩ（連結子会社）では、サービス提供先を外資系企業・外国人顧客利用に

よりシフトするとともに、一部老朽化が進む物件のリニューアルを実行いたしました。あわせてサービスを提供す

る地域を首都圏エリアに特化いたしました。

　しかしながら、十分な物件稼働率を確保することができず、売上高は302,225千円（前年同期比14.5％減）、営業損

失は85,988千円（前年同期39,152千円増）となりました。

（興行事業）

　株式会社光藍社（連結子会社）及び非連結子会社である株式会社グッドホーププロダクション（株式会社光藍社

の100％子会社）では既存のコンテンツに加えて新たに「キエフバレエ」を招聘するなど、新規の企画を積極的に

展開いたしました。一方、原油価格の高騰や金融市場の混乱に伴う為替の乱高下等が公演全体の原価を押し上げる

結果となりました。

　以上の結果、売上高は2,833,418千円（前年同期比8.5％減）、営業損失は154,480千円（前年同期307,767千円減）と

なりました。
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（2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前当期純利益が、前連結会

計年度に比べ大幅に減少し、法人税等の支払、投資有価証券の取得による支出及び配当金の支払などの支出要因を

吸収出来なかった結果、前連結会計年度末に比べ1,567,087千円（前年同期比15.7％減）減少し、8,416,344千円となり

ました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度より1,740,568千円減少し、1,302,507千円となりました。

　これは主に、税金等調整前当期純利益が、前連結会計年度より2,960,820千円減少し、2,016,797千円となったことが

大きく影響した結果によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度より1,051,377千円増加し、1,626,847千円となりました。

　これは主に、投資有価証券の取得による支出が、前連結会計年度より1,046,815千円増加し、1,220,772千円となった

ことが影響した結果によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、前連結会計年度より286,376千円増加し、1,238,637千円となりました。

　これは主に、配当金の支払1,026,829千円によるものであります。また、前連結会計年度の自己株式の処分による収

入519,477千円が、当連結会計年度において発生していないことが影響し、使用した資金が増加しております。
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２【生産、受注及び販売の状況】

（1）生産実績

メディア事業におきましては、主として取引先より依頼を受け、自社で発行する情報誌「CHINTAI」や自社サイ

ト「CHINTAIネット」、「CHINTAIモバイル」等のメディアによる賃貸不動産情報サービスを提供しております。

売上高は広告料収入、情報誌及び書籍売上高、その他に区分できますが、これらの売上高は当社が提供するサービス

において一体をなすものでありますので、生産実績は「メディア事業」の区分を設け一括表示しております。

システム関連事業におきましては、ソフトウェアの開発及びシステムに関連する事業の生産実績を「システム関

連事業」の区分を設けて、一括表示しております。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

前年同期比（％）

メディア事業（千円） 2,629,923 112.1

システム関連事業（千円） 969,057 62.3

合計（千円） 3,598,980 92.3

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．生産実績につきましては、売上原価を表示しております。なお、セグメント間の取引については相殺消去して

おります。

３．メディア事業及びシステム関連事業以外の事業につきましては、提供するサービスの性格上、生産実績の記

載になじまないため記載しておりません。

（2）受注状況

　当社グループのメディア事業は、受注確定から売上日までの期間は原則として１ヶ月以内であります。よって、期

末日現在の受注残高は、年間売上高に比して僅かであるため、その記載を省略しております。また、その他の事業に

おいても期末日現在の受注残高が僅少であるため記載を省略しております。

（3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を売上の事業の種類別セグメントの名称に示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

前年同期比（％）

メディア事業（千円） 9,645,289 90.4

システム関連事業（千円） 1,130,458 91.2

旅行事業（千円） 2,684,971 106.8

保険代理事業（千円） 881,174 106.4

保証人代行事業（千円） 980,048 135.9

マンスリー事業（千円） 302,225 85.8

興行事業（千円） 2,826,360 91.3

合計（千円） 18,450,528 95.0

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の

とおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社エイブル 9,088,991 46.8 8,012,495 43.4
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３【対処すべき課題】

当社グループの主要事業環境である賃貸マーケットは、米国のサブプライムローンの影響を受け金融市場が混乱

に陥った事もあり、大きな変革の時を迎えております。

不動産金融技術を利用して賃貸マーケットに新規参入した不動産ファンド・ＲＥＩＴは資金調達手段の見直し

を迫られております。

こういった環境下、「不動産事業者のためのビジネスソリューションプロバイダ」を目指す当社にとって素早く

時代のニーズに対応していくことの重要性を認識し、新サービス投入等によるメディア強化を推進し、競合他社か

らの圧倒的差別化を図ることが最大の課題となっております。

また、グループでのシナジー効果を生むビジネススキーム・新商品の開発を行い、「ＣＨＩＮＴＡＩ」ブランド

のもとメディアとしての信頼性を維持向上しつつ、既存マーケットの拡大及び新規マーケットの開拓を行うことも

重要な課題であります。

以上を踏まえ、当社グループが最重要課題として取り組んでいるのは以下の項目であります。　

（1）媒体価値の向上

反響数増加を目指して集客力アップ・ユーザビリティの向上・信頼性の向上に努めてまいります。

　

（2）コアビジネスの拡大

大都市圏を中心に既存顧客からの売上、利益の最大化を図るとともに、ローカルエリアを中心に、新規営業開拓

にかかるビジネススキームを構築してまいります。

　

（3）情報審査体制の更なる強化

人員・システム両面で審査体制を更に強化し、情報のクオリティをアップさせるとともに、消費者に対し媒体

の信頼性を向上させる為に訴求してまいります。

　

（4）グループ会社の再構築

グループ各社の戦略の再構築、経営効率の向上を図り全社単体黒字化を目指します。あわせて、グループにお

ける事業ドメインを抜本的に見直してまいります。
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４【事業等のリスク】

　以下において本株式への投資に関連するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。

投資家の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資家に対する情報開示の観点から、事業上のリスクに

該当しない事項についても、積極的に開示しております。また、当社は、これらリスク発生の可能性を認識した上で、発生

の回避及び発生した場合の適切な対応に努める方針でありますが、本株式に関する投資判断は、以下の記載事項及び本

項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。なお、以下の記載事項は本株式の投資

に関連するリスクを全て網羅するものではありませんので、この点ご留意ください。

　なお、将来に関する事項につきましては、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。

（1）関連当事者取引について

　当社代表取締役会長佐藤茂は創業家の一員であり、創業家では当社グループと事業内容の異なる会社を複数社所

有しております。当社は、関連当事者取引自体の合理性、必然性及び当該取引条件の妥当性等を検証した上で、可能

な限り関連当事者取引の解消、縮小に努めてまいりましたが、主要な取引である営業活動取引については、必然性

等を勘案し今後とも継続していく予定であります。

　その結果、第17期（平成20年10月期）は下記のとおりの取引となりました。

当連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）の状況

役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高

(千円)役員の
兼任等

事業上
の関係

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等

㈱エイブ

ル

東京都

港区
2,622,077

不動産賃貸

仲介業

被所有

直接

（0.41）
－

当社の

情報誌

等に広

告を掲

載

広告掲

載料の

受取

7,172,964 売掛金 312,665

Web設
備利用

料の受

取

26,400 未収入金 2,520

事務所

賃借料

等の支

払

6,589

前払費用

差入保証

金

未払金

536

5,045

39

社宅賃

借料等

の支払

357 － －

外注編

集費の

支払

600 － －

販売促

進費の

支払

300 未払金 315

キャン

ペーン

協賛金

等の支

払

16,120 － －

取次手

数料等

の支払

15,872 － －
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属性
会社等
の名称

住所
資本金又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高

(千円)役員の
兼任等

事業上
の関係

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等

エイブル

保証㈱

東京都

港区
100,000

賃貸アパー

ト、マン

ションのサ

ブリース業

－
兼任

１名

当社の

情報誌

等に広

告を掲

載

広告掲

載料の

受取

3,959 売掛金 1,259

事務所

賃借料

等の支

払

60,552

差入保証

金

前払費用

110,000

5,298

社宅賃

借料等

の支払

1,608

差入保証

金

前払費用

310

284

販売促

進費の

支払

863 未払金 332

キャン

ペーン

報奨金

等の支

払

235 － －

取次手

数料等

の支払

485 － －

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等の

子会社

㈱エイブ

ルリサー

チ・イン

ターナ

ショナル

（旧㈱エ

イブル総

合研究

所）

東京都

港区
50,000

経営コンサ

ルティング

業

－
兼任

１名

当社が

調査活

動を委

託

業務委

託費の

支払

30,000 － －

広告宣

伝活動

の委託

1,661
前払費用

未払金

472
157

同上

ＡＢＬＥ

ＲＥＡＬ

ＥＳＴＡＴ

Ｅ ＵＳＡ,
ＩＮＣ.

米国
10,000
米国＄

海外不動産

賃貸仲介業
－ －

当社が

調査活

動を委

託

業務委

託費の

支払

8,400 － －

同上

ＡＢＬＥ

ＲＥＡＬ

ＥＳＴＡＴ

Ｅ(ＵＫ).,Ｌ
ｔｄ.

英国
33,980
英国£

海外不動産

賃貸仲介業
－ －

当社が

広告宣

伝活動

を委託

業務委

託費の

支払

4,200 － －

　（注）１．主要株主(個人)佐藤茂は当社の役員であり、「主要株主(個人)及びその近親者が議決権の過半数を所有してい

る会社等」との取引は「役員及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等」との取引と、また、

「主要株主（個人）及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等の子会社」との取引は「役員

及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等の子会社」との取引と同一であります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

 （1）㈱エイブル（主要株主である佐藤茂が５％、主要株主の近親者が57％（間接所有を含む）を所有）との取

引

①広告掲載料は、原則として物件の月額賃料を基準に決定しております。

　②Ｗｅｂ設備利用料は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

③事務所賃借料は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考に決定しております。

　④社宅賃借料は、近隣の不動産賃借料を参考に決定しております。

⑤外注編集費の支払条件は、当社の購買業務管理規程に基づくものであり、他の取引先と同一であります。

⑥販売促進費の支払は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

⑦報奨金及び販促活動による協賛金の額は、広告取引高が一定額を超えた場合に応じて決定しております。

　⑧取次手数料等の支払いは、広告掲載の取次ぎ件数に応じて決定しております。
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 （2）エイブル保証㈱（主要株主である佐藤茂が70％、主要株主の近親者が30％（間接所有を含む）を所有）と

の取引

①広告掲載料は、原則として物件の月額賃料を基準に決定しております。

②事務所賃借料は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考に決定しております。なお、契約上、当社の子会社である㈱

サンスイとの賃貸借契約となっておりますが、実質的には同社を経由した当社とエイブル保証㈱との取引

と認識しております。

③社宅賃借料は、近隣の不動産賃借料を参考に決定しております。

④販売促進費の支払は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

⑤報奨金及び販促活動による協賛金の額は、広告取引高が一定額を超えた場合に応じて決定しております。

⑥取次手数料等の支払いは、広告掲載の取次ぎ件数に応じて決定しております。

 （3）㈱エイブルリサーチ・インターナショナル（関連当事者である㈱エイブルが100％を所有）との取引

①業務委託費は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

②広告宣伝活動の委託は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

　なお、㈱エイブル総合研究所は平成20年３月１日付で㈱エイブルリサーチ・インターナショナルと商号変

更しております。

（4）ＡＢＬＥ ＲＥＡＬ ＥＳＴＡＴＥ ＵＳＡ,ＩＮＣ.（関連当事者である㈱エイブルが100％を間接所有）と

の取引

　業務委託費は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

（5）ＡＢＬＥ ＲＥＡＬ ＥＳＴＡＴＥ（ＵＫ）.,Ｌｔｄ.（関連当事者である㈱エイブルが100％を間接所有）と

の取引

　業務委託費は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

  ３．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

（2）株式会社エイブルとの関係について

当社グループの売上高のうち、株式会社エイブルへの販売額が高い割合を占めております（注）。販売額として

大きいものは、当社が同社との基本契約により収受する広告掲載料と、株式会社サンスイが収受するシステム開発

・保守受託料が挙げられます。また、株式会社エーシーサービス並びに株式会社ＨＤＡは、エンドユーザー（賃貸

借契約における賃借人）への損害保険加入手続き及び保証人代行商品の取次をそれぞれ同社に依頼しており、取

次手数料の支払いを行っております。

従って、株式会社エイブルの仲介物件の成約状況や業績に変動がある場合、同社の設備投資計画に変動がある場

合、また、何らかの事情により同社との取引条件の変更もしくは取引解消となる場合には、当社グループの業績に

大きく影響する可能性があります。

（注）当社グループにおける株式会社エイブルへの販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次

のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

金額

（千円）

割合

（％）

金額

（千円）

割合

（％）

株式会社エイブル 9,088,991 46.8 8,012,495 43.4

①株式会社エイブルについて

　株式会社エイブルは賃貸不動産専門の仲介業者であり、賃貸不動産仲介業者としては最大手に属します。

　同社の平成20年３月期の営業収益は単体で35,447百万円（前年同期比102.4％）であり、店舗数も直営店で500店

舗（平成20年３月期決算説明資料より）を超えております。また、同社は株式公開企業であり、ジャスダック証券

取引所に株式を公開しております。

　なお、当社の筆頭株主で代表取締役会長でもある佐藤茂は株式会社エイブルの創業者一族の一員であり、同社の

大株主のうち創業者一族及び創業者一族で株式の過半数を有する会社は次の６株主であります。

（株主名） （持株比率） （順位）

株式会社エスアンドシー 27.80％ 1

佐藤　進治 10.21％ 2

特定金外信託受託者エス・

ジー・信託銀行株式会社
8.73％ 3
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（株主名） （持株比率） （順位）

特定有価証券信託受託者エス

・ジー・信託銀行株式会社
7.47％ 4

佐藤　茂 4.99％ 5

株式会社エスアンドエフ 2.18％ 8

合　　計 61.38％ 　

（注）１．持株比率は、株式会社エイブル第30期第２四半期四半期報告書の記載に基いております。

２．佐藤進治氏は佐藤茂（当社代表取締役会長）の実父であります。株式会社エスアンドシーは佐藤茂が

その株式を25％、近親者が75％を所有、株式会社エスアンドエフは佐藤茂の近親者がその株式を

100.0％間接所有、特定金外信託受託者エス・ジー・信託銀行株式会社及び、特定有価証券信託受託者

エス・ジー・信託銀行株式会社は、創業者一族からエイブル株式を信託財産として保有している会社

であります。

②当社と株式会社エイブルの関係

　当社の情報誌である「CHINTAI」は、後に株式会社エイブルに吸収合併された大建株式会社（大阪市都島区、当

時）が創刊した「民間賃貸住宅ニュース」を起源としております。「民間賃貸住宅ニュース」の創刊から当社の

設立、当社による賃貸不動産情報誌発行の開始までは、以下の経緯のとおりですが、このような歴史的経緯を背景

として、当社と株式会社エイブルは親密な取引先としての関係を継続しております。

昭和50年11月 不動産仲介業者であった大建株式会社（大阪市都島区、後に株式会社エイブルに吸収合併）

が賃貸不動産情報誌「民間賃貸住宅ニュース」を創刊。

昭和53年10月 宅地建物取引業法の規制等の関係で、大建株式会社（大阪市都島区）は、賃貸不動産情報誌

「民間賃貸住宅ニュース」発行業務を別会社の大建株式会社（大阪市天王寺区）に移管。

昭和56年５月 賃貸不動産情報誌「民間賃貸住宅ニュース」は「賃貸住宅ニュース」に誌名変更。

昭和57年６月 大建株式会社（大阪市天王寺区）は株式会社賃貸住宅ニュース社と社名を変更。

平成４年２月 株式会社ダイケンが株式会社賃貸住宅ニュース社を吸収合併。

平成４年４月 株式会社ダイケンの100％出資で当社設立。
設立と同時に賃貸不動産情報誌「賃貸住宅ニュース」発行業務を当社に営業譲渡。

③株式会社エイブルとの取引形態の変遷について

　当社と株式会社エイブルとの取引形態は、平成11年10月期以降有価証券報告書提出日までに５回変更されてお

ります。

事業年度 取引契約

平成12年10月期まで 株式会社アドパークが代理店として株式会社エイブルから広告を取次ぎ、当社に発注

する形態。広告料は掲載頁数と頁単価に基く従量型。

平成14年10月期まで 株式会社エイブルが直接当社に発注する形態。

広告料は年間の総額を定めた包括型。

平成15年10月期以降

　

株式会社エイブルが直接当社に発注する形態。広告料は仲介物件の月額賃料の半額及

び付帯費用で、成約を条件とした成功報酬型。

 平成18年10月期以降 株式会社エイブルが直接当社に発注する形態。広告料は仲介物件の月額賃料の半額及

び付帯費用で、成約を条件とした成功報酬型。

 平成19年10月期以降 

（現在の契約）

株式会社エイブルが直接当社に発注する形態。広告料は仲介物件の月額賃料の半額及

び付帯費用で、成約を条件とした成功報酬型。

　株式会社エイブルとの取引形態は、何らかの事情により今後も変更される可能性があり、取引形態の変更が当社

の業績に影響を与える場合があります。

④株式会社エイブルとの現在の契約内容について

　株式会社エイブルとの契約は③のとおりの変遷を経ておりますが、現在の契約は平成18年11月１日付「基本取

引契約書」であり、その概要は以下のとおりです。

（a）広告スペースの提供

　株式会社エイブルの仲介する取引の入居者を募集する広告について、全て当社に依頼し、「マルチメディア

広告パック」に掲載する。

（b）広告料

　物件広告料は、株式会社エイブルが物件の仲介を成約させたことを条件に発生し、その金額は当該物件の月

額賃料の半額に18,000円を加えた額（税別）とする。

　株式会社エイブルは、毎月10日ごとに物件広告料の発生実績を集計し、集計日から５日以内に広告料を当社

に送金する。

EDINET提出書類

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ(E05437)

有価証券報告書

 21/114



（c）契約期間

　平成18年11月１日より一年間とし、解約の申し出のない限り自動更新される。

（3）当社の商標権に関する取引等について

当社が現在保有する商標権のうち、情報誌「CHINTAI」の表紙ロゴとして使用中の商標を含む31件（以下「本

件商標」と総称します）については、過去において以下のような取引経緯があり、会社と取締役との取引に該当い

たします。

ロゴマーク「CHINTAI」をはじめとする31件の本件商標は、当社の代表取締役会長（平成４年４月（設立時）

に取締役就任、平成６年８月に代表取締役就任）である佐藤茂が自ら発案したものであり、当初佐藤茂個人に属す

るものとして登録し、保有しておりました。

平成８年11月、当社は、本件商標のうち主要な７件について、佐藤茂個人と当該商標の専用使用契約を締結し、平

成９年10月期から平成13年10月期までの間、対価として年間売上高の２％の使用料（ロイヤリティ）を佐藤茂に

支払ってまいりました。

その後、平成13年９月、佐藤茂は、自身の保有する知的財産権の管理を目的に設立した会社、株式会社シージー

シーに本件商標を第三者の鑑定評価をもとに800百万円で譲渡いたしました。これにより、当社は平成13年11月１

日以降、株式会社シージーシーに本件商標の使用料として年間売上高の２％を支払いました。

平成14年６月に、当社は株式会社シージーシーの全株式を佐藤茂より譲受け、100％子会社といたしました。

さらに、平成14年８月、当社は株式会社シージーシーを吸収合併いたしました。この合併により、本件商標も当社

へ移り、当社は本件商標を800百万円で資産計上し、償却期間を10年として毎期80百万円の均等償却を実施してお

ります。

（4）経営上の特徴について

①売上の季節変動

　メディア事業が属する賃貸不動産市場は、進学、入社、転勤などの要因から１月から３月に売上のピークを迎え、

不動産広告の件数もその動きに連動いたします。当社といたしましては、メディア事業における新規クライアン

トの開発及びＣＲＳ導入の促進により年間を通じて安定的な広告料収入を確保するように努める所存でありま

すが、賃貸不動産市場の季節変動が、当社の売上、利益にも影響を与えます。

（参考：メディア事業の月次売上推移） 　

当連結会計年度

（平成20年10月期）
11月(千円) 12月(千円) １月(千円) ２月(千円) ３月(千円) ４月(千円)

上期計

(千円)

メディア事業 677,292 649,128 991,165 1,026,133 1,332,434 793,243 5,469,398

構成比 7.0％ 6.7％ 10.3％ 10.6％ 13.8％ 8.2％ 56.6％

当連結会計年度

（平成20年10月期）
５月(千円) ６月(千円) ７月(千円) ８月(千円) ９月(千円) 10月(千円)

年間合計

(千円)

メディア事業 696,374 662,095 662,104 737,365 709,354 710,485 9,647,177

構成比 7.2％ 6.9％ 6.9％ 7.6％ 7.4％ 7.4％ 100.0％

②外部業者への業務委託

当社では、低コストでスリムな業務体制を構築するため、外部業者への業務委託を活用しております。

当社の方針として、営業企画、編集企画、経営管理などの総合的な業務については当社内で行うこととし、遠方

のクライアントへの営業活動、編集における定型的な作業、情報機器の保守・運用、管理部門における入力作業等

については外部業者に委託するものとしております。

これら外部の業務委託先と将来にわたって良好な関係を保ち、業務委託先が提供するサービス品質等が維持さ

れる保証はなく、また経営環境の変化に伴い、業務委託先の変更を余儀なくされる可能性もあります。このため、

何らかの理由で、当社グループの事業上重要な業務委託先との取引関係が変化した場合には、当社グループの業

務に大きな影響を及ぼす可能性があります。

③興行事業の取引形態に伴う為替リスクについて

当社グループの株式会社光藍社が企画、制作及び仲介斡旋する興行はロシアを中心としたものであり、航空運

賃や舞台装置運送料などの経費の大半は、外貨建での支払を行っております。

為替レートの変動は、当該事業の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があるとともに、米ドルとユー

ロの円安は、利益率と価格競争力を低下させる恐れがあります。

また、為替レートの変動リスクを最小限に抑えるため、為替予約等を行っておりますが、為替レートが円高方向

へ変動することによって生じる可能性のある利益を逸失する恐れがあります。
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（5）企業買収等について

当社グループは、業容の拡大を図る手段として、企業買収や資本参加を含む投資を企画することがあります。当

社グループは対象事業との相乗効果を高めるために、核となるメディア事業との業務連携を図ってまいりますが、

期待した利益やシナジー効果をあげられず、当社グループの財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

（6）保証人代行事業について

我が国の住宅の賃貸借契約においては連帯保証人をおくことが慣例的でありますが、昨今では人間関係の希薄

化などの社会情勢の変化から、保証人代行業へのニーズが高まっております。当社の100％子会社である株式会社

ＨＤＡで行っている保証人代行は、消費者（借主）が住宅の賃貸借契約を行うに際し、有料で保証人を引受ける事

業であります。当該事業の顧客は事情により身近に保証人の引受手がいない借主であり、なんらかの理由で家賃等

の支払が滞った場合には、連帯保証人である株式会社ＨＤＡが保証債務の履行を行います。

保証債務の履行を行った場合、「賃貸保証（委託）契約」に基づき、株式会社ＨＤＡには借主に対する保証債権

が発生しますが、保証債権の回収が予測を大幅に下回った場合は、同社の業績が低下する可能性があります。また、

事業の展開にあたって、不測の事態が発生し、計画の遅延や中止等から業績に影響を与える可能性もあります。

（7）法的規制等について

①私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

当社が制作、販売する出版物（情報誌「CHINTAI」等の雑誌及び「ザガットサーベイ」等の書籍）は、当社か

ら雑誌・書籍の卸売業者（取次会社、即売会社）に委託販売され、さらに卸売業者からコンビニエンスストア、書

店、駅売店等の小売業者に委託販売されており、小売業者の店舗を通じて一般消費者に購買されております。

（「第１　企業の概況　３　事業の内容」[事業系統図]参照。）

出版物については、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（独占禁止法）第23条の規定によ

り、再販売価格維持制度（再販制度）が認められているため、書店等では定価販売が行われております。これは出

版物が日本の文化振興等に重要な役割を果たしているとの見地から同法律の適用除外規定により出版物につい

て再販制度が認められているものであります。なお、取次会社又は即売会社への卸売価格は、定価に一定の率を掛

けることによっており、掛率は取引先ごとに交渉の上決定します。
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②情報の表示に関する規制について

当社では、情報誌への景品の総付けやWeb、携帯情報サービスを含めた当社媒体における懸賞企画を行うことが

あり、これらの行為は不当景品類及び不当表示防止法による規制を受けております。

また、賃貸住宅情報誌に対しての直接の法的規制はありませんが広告内容における表現につきましては、不動

産業界の自主規制ルールである「不動産の表示に関する公正競争規約(※)」が定められております。これに対し

て当社では、情報審査室に担当者を置き、出稿される物件の監視を行うことで遵守を図っており、情報審査担当者

の活動内容のひとつに、非常に好条件な物件広告に対する事実確認があります。具体的には、その広告を出稿した

不動産業者に電話などで問い合わせ、当該物件が実在するもので、読者に連絡をとるように仕向けるおとり広告

でないことを確認するほか、場合により実際に現地に出向いて当該物件が掲載事実と相違ないことの確認を行っ

ております。しかしながら、このような対策を行ったうえでもクレームの発生は皆無ではなく、平均して月に数件

程度、掲載内容に関わるクレームを受けております。これらのクレームが大きな問題に発展する可能性もないと

は断定できず、その場合は当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

※不動産の表示に関する公正競争規約

不当景品類及び不当表示防止法の規定に基づき、不動産の取引に関する表示に関わる事項を定めることによ

り、一般消費者の不動産の適正な選択に資するとともに、不動産業における不当な顧客の誘引を防止し、もって

公正な競争を確保することを目的としております。社団法人首都圏不動産公正取引協議会ほか各地域の公正取

引協議会がこの規約を実施しております。

③個人情報の取扱いについて

当社のインターネットを使った情報提供の一つに「不動産会社に探してもらう」というサービスがあります。

このサービスを提供するうえで、利用者のメールアドレス等の個人情報の登録を求めており、登録された情報は

当社の管理下にあるデータサーバにて保管しております。平成15年５月に個人情報保護法が公布される等、個人

情報保護に対する社会的関心が高まる中、今後保有する個人情報管理に対する企業の適切な対応がこれまで以上

に求められることになると考えます。当社では、このような状況に対応するため、個人情報の取扱いに関する社内

規程の整備、システムのセキュリティ強化等、保有する個人情報の安全管理に努めております。しかしながら、外

部からの不正アクセスや社内管理体制の不備等による情報の外部流出が発生した場合、当社の社会的信用の失墜

により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

（8）システムトラブルについて

①インターネット・サイトについて

当社グループにおけるサービス提供の多くは、インターネット・サイトにおいて行われており、通信回線やそ

れを運用する各種システムに依存しております。当社グループといたしましては想定されるシステムトラブルに

対する技術的対応措置を行っておりますが、システムトラブルの発生を完全に防止することは難しいと考えられ

ます。予期せぬ自然災害や事故等によりシステムトラブルが発生した場合には、当連結グループの業務に支障を

来たす直接的な損害が生じるほか、取引先や一般消費者からの信用を失う可能性があります。

②デジタル出稿機能について

メディア事業では広告クライアントである不動産賃貸仲介業者様に対して、広告出稿支援システム「ＣＲＳ（

Chintai Realtor support System）」の導入を勧めております。ＣＲＳは当社のマルチメディア広告パックへの広告

出稿機能（デジタル出稿機能）を備えております。また、株式会社エイブル及びエイブル保証株式会社はＣＲＳ

を使用しておりませんが、ＣＲＳに含まれるデジタル出稿機能を備えたプログラムを当社が提供しております。

デジタル出稿機能はインターネットを利用しており、コンピュータシステムを結ぶ通信ネットワークに依存し

ております。自然災害や事故等によって、通信ネットワークが切断される等の事態が発生した場合、デジタル出稿

機能が正常に作動しない可能性があります。また、アクセス数の急激な増加等による一時的かつ急激な負荷に

よって当社のサーバが作動不能となる可能性も考えられます。当社といたしましては想定されるシステムトラブ

ルに対する技術的な対応措置を行っておりますが、ＣＲＳシステムが何らかの要因でトラブルに見舞われた場

合、業務が停滞するなどの支障が広告クライアントに生ずる可能性があるほか、情報誌の原稿作成が遅延、又は不

可能となり、当社の業績に影響を与える可能性があります。
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（9）知的財産権について

当社は、当連結会計年度末において第三者より知的財産権に関する請求を受けたり、訴訟を提起されてはおりま

せんが、将来的に当社が提供する情報サービスに関し、第三者からの請求や訴訟の可能性もないとは断定できませ

ん。訴訟及び請求に対応することは、それらに十分理由があるか否かに関わらず、費用及び時間を費やす結果とな

る可能性があります。

また、訴訟に敗訴するなどして、当社が行う情報提供サービスに支障が生じた場合や、社会的信用が失墜した場

合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

（10）潜在株式について

当社は、役員及び従業員等に対して、事業に対する貢献意欲及び経営参画意識の向上を期待し、ストックオプ

ション（新株予約権）によるインセンティブ・プランを導入しております。

これらの新株予約権が行使された場合、保有株主の株式価値が希薄化する可能性があります。

なお、当社は、今後も優秀な人材の確保や上記事項等を目的としたインセンティブ・プランを継続して実施する

方針であります。

上記の内容は、次のとおりであります。

（旧商法第280条ノ20並びに第280条ノ21の規定に基づく特別決議により発行された新株予約権）

新株予約権
第３回
新株予約権

第４回
新株予約権

第５回
新株予約権

第６回
新株予約権

第７回
新株予約権

株主総会

決議日

平成16年

１月29日

平成16年

１月29日

平成17年

１月27日

平成17年

１月27日

平成17年

１月27日

付与対象者

取締役、監査役及

び従業員計24名

（注２）

当社入社予定者

１名

（注２）

取締役及び従業

員計25名

（注２）

取締役、従業員、

子会社取締役及

び子会社従業員

計18名

（注２）

従業員、子会社取

締役及び子会社

従業員計38名

（注２）

株式の種類 当社　普通株式 当社　普通株式 当社　普通株式 当社　普通株式 当社　普通株式

付与数
8,080株

（注１、２）

1,800株

（注１、２）

4,100株

（注１、２）

3,680株　　　（注

１、２）

3,420株　　　（注

１、２）

払込金額

１株

  43,500円

（注１）

１株

  43,500円　（注

１）

１株

 146,185円

（注１）

１株

 144,319円

１株

 126,566円

権利行使期間

自平成17年

１月１日

至平成21年

１月31日

自平成17年

１月１日

至平成21年

１月31日

自平成19年

11月１日

至平成23年

10月31日

自平成19年

11月１日

至平成23年

10月31日

自平成19年

11月１日

至平成23年

10月31日

（注）１．時価を下回る価額による新株の発行等が行われる場合には、一定の調整式に従い発行される株式数、又

は発行価額が調整されることがあります。なお、平成17年３月15日開催の取締役会決議により、平成17

年６月20日付で１株を２株とする株式分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる

株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」が調整されております。

２．当事業年度末から有価証券報告書提出日までの間における新株予約権の増減はありません。
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５【経営上の重要な契約等】

(1)株式会社エイブルとの契約

当社と株式会社エイブルは、平成18年11月１日付で「基本取引契約」を締結いたしております。

①契約内容

　株式会社エイブルの仲介する取引の入居者を募集する広告について、全て当社に依頼し、「マルチメディア広告

パック」に掲載することを定めております。

②契約の目的となる主な媒体

ａ．賃貸住宅情報誌「CHINTAI」

ｂ．インターネット・サイト「CHINTAI Web」（現・CHINTAIネット）

ｃ．携帯端末情報サービス「CHINTAI MOBILE」（現・CHINTAIモバイル）

他

③契約期間

　平成18年11月１日より一年間。期間満了時に双方からの解約申し出のない場合、引き続き一年間有効とし、その後

も同様であります。

(2)ZAGAT SURVEY,LLC（米国）との契約

①契約内容（「ザガットサーベイ東京のレストラン」、「ザガットサーベイ大阪・神戸・京都のレストラン」出

版）

・日本語版については、当社が印刷の責任を持ち、世界中で独占的に販売する権利を有する。

・日本語版の著作権については、ZAGAT社が所有する。

・当該出版物に関連する全ての商標及び商品外観は、ZAGAT社に帰属する。

②契約期間

ザガットの制作に関する契約については、年度版別に個々の締結をしておりますが、契約期間が一律でないため

記載を省略しております。

(3)レニングラード劇場との契約

 　　　当社の連結子会社である株式会社光藍社は、興行事業に必要な劇団との優先興行契約を締結しております。

①契約内容　レニングラード劇場との公演契約

レニングラード劇場を日本に招待して上演する優先的権利を有する

②契約期間

平成17年から平成25年。

　

 (4)株式会社エイブルとの契約

 　　　当社の連結子会社である株式会社ＨＤＡは、保証人サービスの取扱に関して、株式会社エイブルと「代理店委託契

約」を締結いたしております。

 　　 ①契約内容

　　　　ａ．賃貸保証委託申込の受付業務

 　　　 ｂ．賃貸保証委託契約の締結及び賃貸保証契約の締結業務

 　　　 ｃ．賃貸保証委託契約に基づく保証委託料の代理受領業務

 　　　 ｄ．賃貸保証委託契約及び賃貸保証契約の保証内容説明業務

 　　　 ｅ．ａ～ｄに附帯する業務で、双方の協議により決定した業務

　　　②契約期間

平成16年７月１日より一年間。双方から書面での契約終了の意思表示が無い場合、自動的に一年間延長され、その

後も同様であります。
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　（5)日本保証システム株式会社との契約

当社の連結子会社である株式会社ＨＤＡは、保証人として第三者間の賃貸借契約により生じる賃借人の債務を保

証する業務に関する「業務提携契約」を締結しております。

①契約内容

ａ．賃借人が賃貸人に対して負担する賃料債務を賃借人と連帯して保証する。

ｂ．申込に関する代理店からの各種問い合わせ対応及び顧客データ管理業務

ｃ．保証委託申込受付、審査に関する全般業務及び入居者審査業務

ｄ．保証契約書の回収、管理業務等、保証契約締結に関する業務

ｅ．更新保証委託料の請求及び回収業務

ｆ．滞納保証金額の確定、求償債権の管理回収業務 他

②契約期間

平成18年５月31日より一年間。本契約と同条件で更新することを妨げないものとします。書面による３ヶ月前

の予告期間をもって何れからも解約できるものとします。

　 (6)エース損害保険株式会社との契約

当社の連結子会社である株式会社エーシーサービスは、保険代理事業において必要な代理店契約として、エース損

害保険株式会社と「損害保険代理店委託契約書」を締結しております。

 　　 ①契約内容

（火災・自動車・損害・新種・海上・運送保険の部）

ａ．保険商品の内容の説明及び保険料算出に関する業務

ｂ．保険契約の関する受付及び手続業務

ｃ．保険料の領収、返還、保管及び精算に関する業務

ｄ．保険契約の報告に関する業務

ｅ．保険契約の維持及び管理に関する業務

ｆ．保険事故発生時の状況確認、会社への通知、保険契約者等に対する保険金請求手続きの援助

ｇ．その他会社が別に定める業務

（自動車損害賠償責任保険の部）

ａ．責任保険契約の締結

ｂ．保険料の領収

ｃ．責任保険証明書の交付並びに保険料領収証の交付

ｄ．その他責任保険契約の募集に必要な事項で会社が特に指示した業務

②契約期間

無制限とする。ただし、同契約書に掲げる事由が発生した場合には、自動的に終了又は解除されます。

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

（1）財政状態の分析

（流動資産）

　当連結会計年度末における流動資産の残高は、11,502,121千円（前連結会計年度末より1,362,681千円減）とな

りました。その主な要因は、現金及び預金8,496,526千円（前連結会計年度末より1,741,120千円減）の減少が影響

したことによるものであります。

（固定資産）

　当連結会計年度末における固定資産の残高は、5,574,564千円（前連結会計年度末より172,427千円増）となりま

した。その主な要因は、投資有価証券が1,700,678千円（前連結会計年度末より465,682千円増）に増加したことや

投資その他の資産の繰延税金資産が583,020千円（前連結会計年度末より354,712千円増）に増加したこと等に

よる要因が、有形・無形固定資産の減少額（のれん償却・除却等による減少）と相殺された結果によるもので

あります。

（流動負債）

　当連結会計年度末における流動負債の残高は、3,285,011千円（前連結会計年度末より986,251千円減）となりま

した。その主な要因は、未払法人税等196,081千円（前連結会計年度末より942,699千円減）が減少したことによ

るものであります。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債の残高は、470,684千円（前連結会計年度末より121,169千円減）となりま

した。その主な要因は、社債の１年内償還予定額が流動負債へ振り替ったことによる減少320,000千円が影響した

こと等によるものであります。

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産の残高は、13,320,989千円（前連結会計年度末より82,833千円減）となりまし

た。その主な要因は、自己株式が△286,959千円（前連結会計年度より57,457千円増）になったことによる株主資

本の減少や、その他有価証券評価差額金が△18,086千円（前連結会計年度より31,617千円減）になったこと等に

よるものであります。

（2）経営成績の分析

当連結会計年度における経営成績は、不動産市況及び金融市況の悪化に伴う景気衰退の影響により、大幅な減

収減益となりました。また、それらに伴って、メディア事業及び興行事業におきまして、多額の営業外費用を計上

することとなりました。

以上の結果、売上高18,450,528千円（前年同期比5.0％減）、営業利益3,249,671千円（前年同期比26.6％減）、経常

利益2,457,393千円（前年同期比49.8％減）、当期純利益1,034,839千円（前年同期比62.9％減）となりました。

（売上高）

当連結会計年度における売上高は18,450,528千円（前連結会計年度比972,401千円減）となりました。その主な

要因は、メディア事業における広告掲載料の獲得不振によるものであります。なお、セグメント別の売上高の状況

は次のとおりであります。

区分 売上高（千円） 前年同期比増減（千円）

メディア事業 9,645,289 △1,027,739

システム関連事業 1,130,458 △109,042

旅行事業 2,684,971 170,774

保険代理事業 881,174 53,342

保証人代行事業 980,048 258,752

マンスリー事業 302,225 △49,929

興行事業 2,826,360 △268,558

合計 18,450,528 △972,401

（売上原価）

当連結会計年度における売上原価は9,187,554千円（前連結会計年度比216,057千円増）となりました。その主な

要因は、保証人代行事業において業務提携先との契約の見直しに伴った原価の増加によるものであります。
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（販売費及び一般管理費）

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は6,013,302千円（前連結会計年度比8,403千円減）となりまし

た。その主な要因は、費用削減を推進しておりましたが、前連結会計年度並みの費用発生に留まったためでありま

す。

以上の結果、当連結会計年度における営業利益は3,249,671千円（前連結会計年度比1,180,055千円減）となりま

した。

（営業外損益）

当連結会計年度における営業外損益は、営業外収益286,218千円（前連結会計年度比350,909千円減）、営業外費

用1,078,496千円（前連結会計年度比908,995千円増）となりました。その主な要因は、前連結会計年度に営業外収

益として計上されておりました興行事業によるデリバティブ利益及びメディア事業による投資事業組合投資利

益が、当連結会計年度におきましては営業外費用として計上されているためであります。それぞれの影響額につ

きましては、デリバティブ損失が522,885千円（前連結会計年度はデリバティブ利益として53,540千円）、投資事

業組合投資損失517,157千円（前連結会計年度は投資事業組合投資利益として189,294千円）となっております。

以上の結果、当連結会計年度の経常利益は2,457,393千円（前連結会計年度比2,493,960千円減）となりました。

（特別損益）

当連結会計年度における特別損益は、特別利益が54,918千円、特別損失が495,513千円となりました。特別利益の

主な要因は、保険解約返戻金24,191千円の計上によるものであります。特別損失の主な要因は、固定資産除却損

361,749千円の計上及び減損損失123,521千円の計上によるものであります。

以上の結果、当連結会計年度における当期純利益は1,034,839千円（前連結会計年度比1,757,533千円減）となり

ました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、急速な販売競争の激化に対処するため、メディア事業を中心に設備投資を実施しました。その主

なものは、Webサイト機能開発（設備投資額599,592千円）や、雑誌出稿システム機能開発（設備投資額19,424千円）等

であります。

なお、当社グループにおける当連結会計年度の設備投資総額は673,917千円であります。

　当社グループにおいて、「ソフトウェア」は重要な資産であるため、有形固定資産のほか、無形固定資産のうち「ソ

フトウェア」を含めて設備の状況を記載しております。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は以下のとおりであります。

（1）提出会社 平成20年10月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数

(人)
建物

工具器具
備品

ソフトウ
エア

土地
（面積㎡）

合計

本社

(東京都港区)

メディア　

事業

統括業務施

設
39,893 54,976 583,928 － 678,798

　78

（15）　

保養所

(東京都江東区)

メディア　

事業

福利厚生施

設
6,778 － －

1,083

（1.18）
7,861 －

大阪支社

(大阪市中央区)

メディア　

事業
販売設備 118 908 1,173 － 2,200 10　

札幌支社

(札幌市中央区)

メディア　

事業
同上 91 136 427 － 655

3　

（ 1）　

仙台支社

(仙台市宮城野区)

メディア　

事業
同上 155 195 427 － 778 3　

名古屋支社

(名古屋市中区)

メディア　

事業
同上 － 251 427 － 678 　5

九州支社

(福岡市中央区)

メディア　

事業
同上 － 477 34 － 512

　6

（ 1）　

（2）国内子会社 平成20年10月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数

(人)
建物

工具器具
備品

ソフトウ
エア

土地 
(面積㎡) 合計

株式会社

サンスイ

本社

(東京都港区)

システム

関連事業

開発設備

他
2,609 10,401 6,950 － 19,962

　29

（ 4）

株式会社

ＣＨＩＮ

ＴＡＩト

ラベル

サービス 

本社

(東京都港区)
旅行事業 

統括業務

施設 
2,365 1,339 5,990 － 9,695

25　

（ 3）

株式会社

エーシー

サービス

本社

(東京都港区)

保険代理

事業・シ

ステム関

連事業

統括業務

及び賃貸

施設他

122,264 19,528 3,811 － 145,604
7　

（ 3）

株式会社

ＨＤＡ

本社

(東京都港区)

保証人代

行事業

統括業務

施設
1,151 1,094 11,109 － 13,355

　14

（ 3）　

株式会社　

光藍社

本社等 

(東京都文京区)
興行事業 

統括業務

施設等
12,239 3,106 11,316

11,462

（93.57）　
38,124

23　

（ 6）　
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会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数

(人)
建物

工具器具
備品

ソフトウ
エア

土地 
(面積㎡) 合計

株式会社

光藍社

社宅 

(埼玉県和光市)
同上 社宅 22,873 － －

32,682

（121.95）

　

55,556 　－

同上
保養所

(静岡県伊東市)
興行事業 保養所 12,761 － －

2,323

（134.92）

　

15,085 －

（注）１．金額には消費税等を含めておりません。

２．建物は賃借しており、年間賃借料は288,844千円であります。

 　　　　３．従業員数の（　）は、臨時従業員数を外書しております。

４．上記のほかリース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。

名称 数量 リース期間
年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

器具及び備品

（所有権移転外ファイナンス・リース）
 １式 ５年 68,420 304,780

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　なお、平成20年10月31日現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

着手 完了

当社
本社

（東京都港区）

メディア

事業

Webシステ

ム等
89,318 － 自己資金 平成20年９月 平成20年12月

費用対効

果の改善

同上
本社

（東京都港区）
同上

雑誌出稿シ

ステム
100,000 － 同上 平成21年１月 平成21年５月

出稿業務

の改善

同上
本社

（東京都港区）
同上

Webシステ

ム等
50,000 － 同上 平成21年２月 平成21年５月

費用対効

果の改善

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,200,000

計 2,200,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年10月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年１月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 550,348 550,348
大阪証券取引所

（ヘラクレス）
－

計 550,348 550,348 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議により発行された新株予約権は、次のとおりであり

ます。

①　第３回　新株予約権（平成16年１月29日定時株主総会決議）

区分
事業年度末現在

（平成20年10月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 145 145

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 290（注）1 290（注）1

新株予約権の行使時の払込金額（円） 43,500（注）2 同左

新株予約権の行使期間
自　平成17年１月１日

至　平成21年１月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格　  43,500（注）2

 資本組入額  21,750（注）2
同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時においても当社の

取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職

その他正当な理由のある場合

並びに相続により新株予約権

を取得した場合を除く。その

他の条件については、当社と

新株予約権の割当を受けた者

との間で締結する「第３回新

株予約権割当契約」で定める

ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その

他一切の処分は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。

 　　　　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 　　　 　なお、平成17年３月15日開催の取締役会決議により、平成17年６月20日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算式

により払込金額を調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 　　　　 当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げます。

　  既発行
 ×
 調整前

 ＋
 新規発行又は

 ×
 １株当たり払込金額

調整後行使金額  ＝
株式数  行使価額  処分株式数  又は処分価額

既発行株式数　＋　新規発行株式数又は処分株式数

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成16年１月29日開催の定時株

主総会及び平成16年３月８日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役及び従業員との間で締

結した「第３回新株予約権割当契約」に定められております。

EDINET提出書類

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ(E05437)

有価証券報告書
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②　第４回　新株予約権（平成16年１月29日定時株主総会決議）

区分
事業年度末現在

（平成20年10月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 220 220

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）  　　　　 　　440（注）1  　　　　 　　440（注）1

新株予約権の行使時の払込金額（円） 43,500（注）2 同左

新株予約権の行使期間
自　平成17年１月１日

至　平成21年１月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格　  43,500（注）2

 資本組入額  21,750（注）2
同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時においても当社の

取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職

その他正当な理由のある場合

並びに相続により新株予約権

を取得した場合を除く。その

他の条件については、当社と

新株予約権の割当を受けた者

との間で締結する「第４回新

株予約権割当契約」で定める

ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その

他一切の処分は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。

 　　　　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 　　　　 なお、平成17年３月15日開催の取締役会決議により、平成17年６月20日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

 　　 ２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算式に

より払込金額を調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 　　　　 当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げます。

　  既発行
 ×
 調整前

 ＋
 新規発行又は

 ×
 １株当たり払込金額

調整後行使金額  ＝
株式数  行使価額  処分株式数  又は処分価額

既発行株式数　＋　新規発行株式数又は処分株式数

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成16年１月29日開催の定時株

主総会及び平成16年３月８日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役及び従業員との間で締

結した「第４回新株予約権割当契約」に定められております。

EDINET提出書類

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ(E05437)

有価証券報告書
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③　第５回　新株予約権（平成17年１月27日定時株主総会決議）

区分
事業年度末現在

（平成20年10月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 1,690 1,690

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,380（注）1 3,380（注）1

新株予約権の行使時の払込金額（円） 146,185（注）2  同左 

新株予約権の行使期間
 自　平成19年11月１日

 至　平成23年10月31日
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格   146,185（注）2

 資本組入額  73,093（注）2
 同左 

新株予約権の行使の条件

権利行使時においても当社の

取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職

その他正当な理由のある場合

並びに相続により新株予約権

を取得した場合を除く。その

他の条件については、当社と

新株予約権の割当を受けた者

との間で締結する「第５回新

株予約権割当契約」で定める

ところによる。

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その

他一切の処分は認めない。
 同左 

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。

 　　　　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 　　　　 なお、平成17年３月15日開催の取締役会決議により、平成17年６月20日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

 　　 ２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算式に

より払込金額を調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 　　　　 当社が時価を下回る価格で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げます。

    既発行

株式数 ＋

新規発行（処

分）株式数
× 
１株当たりの

払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成17年１月27日開催の定時株

主総会及び平成17年３月15日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役及び従業員との間で締

結した「第５回新株予約権割当契約」に定められております。

EDINET提出書類

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ(E05437)

有価証券報告書
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④　第６回　新株予約権（平成17年１月27日定時株主総会決議）

区分
事業年度末現在

（平成20年10月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 1,590 1,590

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,180（注）1 3,180（注）1

新株予約権の行使時の払込金額（円） 144,319（注）2  同左 

新株予約権の行使期間
 自　平成19年11月１日

 至　平成23年10月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格   144,319（注）2

 資本組入額  72,160（注）2
同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時においても当社の

取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職

その他正当な理由のある場合

並びに相続により新株予約権

を取得した場合を除く。その

他の条件については、当社と

新株予約権の割当を受けた者

との間で締結する「第６回新

株予約権割当契約」で定める

ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その

他一切の処分は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。

 　　　　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 　　　　 なお、平成17年３月15日開催の取締役会決議により、平成17年６月20日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

 　　 ２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算式に

より払込金額を調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 　　　　 当社が時価を下回る価格で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げます。

    既発行

株式数 ＋

新規発行（処

分）株式数
× 
１株当たりの

払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成17年１月27日開催の定時株

主総会及び平成17年７月22日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役及び従業員との間で締

結した「第６回新株予約権割当契約」に定められております。

EDINET提出書類

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ(E05437)

有価証券報告書
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⑤　第７回　新株予約権（平成17年１月27日定時株主総会決議）

区分
事業年度末現在

（平成20年10月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 1,140 1,140

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,280（注）1 2,280（注）1

新株予約権の行使時の払込金額（円） 126,566（注）2 同左

新株予約権の行使期間
 自　平成19年11月１日

 至　平成23年10月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格   126,566（注）2

 資本組入額  63,283（注）2
同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時においても当社の

取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職

その他正当な理由のある場合

並びに相続により新株予約権

を取得した場合を除く。その

他の条件については、当社と

新株予約権の割当を受けた者

との間で締結する「第７回新

株予約権割当契約」で定める

ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その

他一切の処分は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。

 　　　　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 　　　　 なお、平成17年３月15日開催の取締役会決議により、平成17年６月20日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

 　　 ２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算式に

より払込金額を調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 　　　　 当社が時価を下回る価格で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げます。

    既発行

株式数 ＋

新規発行（処

分）株式数
× 
１株当たりの

払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成17年１月27日開催の定時株

主総会及び平成17年９月15日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役及び従業員との間で締

結した「第７回新株予約権割当契約」に定められております。

EDINET提出書類

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ(E05437)

有価証券報告書
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成16年３月３日

（注1）
30,000 215,000 15,000 322,500 － 225,985

平成16年３月３日

（注2）
20,000 235,000 100,000 422,500 100,000 325,985

平成16年11月14日

（注3）
22,000 257,000 1,402,500 1,825,000 2,260,500 2,586,485

平成17年６月８日～

平成17年６月16日

（注4）

2,515 259,515 109,402 1,934,402 109,402 2,695,887

平成17年６月20日

（注5）
259,515 519,030 － 1,934,402 － 2,695,887

平成17年７月７日

（注4）
1,972 521,002 42,891 1,977,293 42,891 2,738,778

平成17年８月１日

（注6）
25,080 546,082 － 1,977,293 333,452 3,072,230

平成17年８月９日～

平成17年12月７日

（注4）

4,266 550,348 92,785 2,070,079 92,786 3,165,016

（注）１．第１回無担保社債（新株引受権付）の新株引受権の行使。１株当たり発行価格 500円、１株当たり資本組入額

 500円。新株引受権の権利行使者は、佐藤茂、株式会社ミント社であります。

２．第２回無担保社債（新株引受権付）の新株引受権の行使。１株当たり発行価格 10,000円、１株当たり資本組入

額 5,000円。新株引受権の権利行使者は、佐藤茂であります。

３．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　　　180,000円

発行価額　　　　　　127,500円

引受価額　　　　　　166,500円

資本組入額　　　　　 63,750円

払込金総額　　　　3,663,000千円

４．新株予約権の行使による増加であります。

５．平成17年６月20日付をもって１株を２株に株式分割し、発行済株式総数が257,000株増加しております。

６．株式会社エーシーサービスとの株式交換の実施によるものであります。（交換比率１：5.7）

（５）【所有者別状況】

　 平成20年10月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 6 13 55 18 5 9,932 10,029 －

所有株式数

（株）
－ 31,700 4,651 152,387 23,251 16 338,343 550,348 －

所有株式数の

割合（％）
－ 5.76 0.85 27.69 4.22 0.00 61.48 100.00 －

 （注）自己株式3,957株は「個人その他」に含めて記載しております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

佐藤　茂 東京都港区 207,969 37.79

株式会社ミント社 東京都千代田区三番町９－６ 144,320 26.22

特定有価証券信託受託者エス・

ジー・信託銀行株式会社
東京都港区赤坂１－12－32 21,660 3.94

メロンバンクエヌエートリー

ティークライアントオムニバス

（常任代理人　株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行）

東京都千代田区丸の内２－７－１ 9,793 1.78

シービーニューヨークチョウア

ソシエーツ

（常任代理人　シティバンク銀

行株式会社）

東京都品川区東品川２－３－14 8,117 1.47

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２－11－３ 6,172 1.12

佐藤　進治 兵庫県宝塚市 6,000 1.09

ＣＨＩＮＴＡＩ社員持株会 東京都港区虎ノ門１－２－８ 5,918 1.08

ザバンクオブニューヨークジャ

スディックトリーティーアカウ

ント

（常任代理人　株式会社みずほ

コーポレート銀行）

東京都中央区日本橋６－７ 2,291 0.42

株式会社エイブル 東京都港区赤坂１－５－５ 2,280 0.41

計 － 414,520 75.32

（注）上記のほか、自己株式が3,957株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　  3,957 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  546,391 546,391 －

端株 － － －

発行済株式総数 550,348 － －

総株主の議決権 － 546,391 －

②【自己株式等】

　 平成20年10月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社

ＣＨＩＮＴＡＩ

東京都港区虎ノ門

１－２－８
3,957 　－ 3,957 0.72

計 － 3,957 　－ 3,957 0.72

（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定

に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。

① 第３回新株予約権

決議年月日 平成16年１月29日　定時株主総会決議

付与対象者の区分及び人数（名）

①取締役　 ５

②監査役　 １

③従業員　 18

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

② 第４回新株予約権

決議年月日 平成16年１月29日　定時株主総会決議

付与対象者の区分及び人数（名） 当社入社予定者　 １

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上
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決議年月日 平成16年１月29日　定時株主総会決議

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

③ 第５回新株予約権

決議年月日 平成17年１月27日　定時株主総会決議

付与対象者の区分及び人数（名）
①取締役　 ２

 　②従業員　 23

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

④ 第６回新株予約権

決議年月日 平成17年１月27日　定時株主総会決議

付与対象者の区分及び人数（名）

①取締役　　　　１

 　②従業員　　　  10

 　③子会社取締役　１

 　④子会社従業員　６

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

⑤ 第７回新株予約権

決議年月日 平成17年１月27日　定時株主総会決議

付与対象者の区分及び人数（名）

 ①従業員　　　　５

 　 ②子会社取締役　２

 　 ③子会社従業員　31

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。
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決議年月日 平成17年１月27日　定時株主総会決議

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年６月23日）での決議状況

（取得期間　平成20年６月24日～平成20年10月31日）
10,000 400,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 2,194 57,457,530

残存決議株式の総数及び価額の総額 7,806 342,542,470

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 78.1 85.6

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 78.1 85.6

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（　－　）
－ － － －

保有自己株式数 3,957 － 3,957 －
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３【配当政策】

　当社は、業績、配当性向、キャッシュ・フローとのバランス等を総合的に勘案し、財務体質の強化と収益力の向上を図

りながら、安定的な配当の継続を基本に株主への利益還元に努めていくことを基本方針としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　平成20年10月期の配当につきましては、上記方針に基づき１株につき1,325円（うち中間配当925円）といたしまし

た。この結果、同期の配当性向は連結ベースで70.1％となりました。なお、平成21年10月期の配当につきましては、１株

につき1,550円（うち中間配当775円）を予定しております。

　内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、競争力及び市場ニーズに応える体制強

化、事業拡大を図るために有効に投資してまいりたいと考えております。

また、当社は、「取締役会の決議によって、毎年４月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款

に定めております。

 　　 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

平成20年６月13日

取締役会決議
507,441 925

平成21年１月28日

定時株主総会決議
218,556 400

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成16年10月 平成17年10月 平成18年10月 平成19年10月 平成20年10月

最高（円） －
353,000

□192,000
127,000 106,000 55,600

最低（円） －
141,000

□118,000
69,900 43,050 18,400

　（注）１．最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。

なお、平成16年11月15日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。

２．□印は株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年５月 平成20年６月 平成20年７月 平成20年８月 平成20年９月 平成20年10月

最高（円） 28,740 28,000 26,510 26,180 25,590 25,120

最低（円） 26,260 24,350 24,520 24,320 24,210 18,400

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役会長

(代表取締役)
　 佐藤　茂 昭和41年６月２日生

平成元年４月 株式会社賃貸住宅ニュース社入社

（注１）

平成４年４月 当社入社　取締役

平成５年５月 株式会社ダイケン取締役（現任） 

平成６年８月 当社代表取締役社長

平成10年２月 株式会社ミント社代表取締役（現

任）

平成15年１月 当社代表取締役会長（現任）

 Ｓ＆Ｆ株式会社（現 株式会社ＡＭ

Ｐ）代表取締役会長（現任） 

平成15年７月 株式会社エイブル総合研究所取締

役会長（現任）

平成16年12月 株式会社エスアンドシー代表取締

役（現任）

平成17年８月 株式会社エーシーサービス取締役

（現任）

平成19年３月 株式会社光藍社取締役（現任）

(注４) 207,969

取締役社長

(代表取締役)
 手塚　清二 昭和39年２月１日生

昭和63年４月 株式会社リクルート入社

平成11年10月 株式会社光通信入社　ＩＴＳ事業部

統括部長

平成13年５月 松下電器産業株式会社入社　ｅネッ

ト事業本部部長

平成16年５月 当社入社　ＩＴ事業準備室部長

平成18年１月 株式会社サンスイ取締役（現任）

平成18年11月 当社メディアプロデュース本部本

部長

平成19年１月 当社取締役

平成19年９月 当社メディア事業部長

平成21年１月 当社代表取締役社長（現任）

(注４) 250

取締役副社長 　 鍛冶　道人 昭和24年８月31日生

昭和47年４月 岡三証券株式会社入社

平成９年11月 株式会社ダイケン専務取締役

平成10年６月 当社入社　社長室室長

平成13年10月 当社常勤監査役

平成15年１月 当社専務取締役

平成18年６月 株式会社ＦＡＴＺ取締役

平成20年10月 当社取締役副社長（現任）

(注４) 1,460

取締役副社長 　 近藤　隆行 昭和32年２月11日生

平成15年２月 株式会社エイブル総合研究所（現

株式会社エイブルリサーチ・イン

ターナショナル）取締役副社長

平成18年６月 株式会社エイブル代表取締役副社

長

平成20年７月 当社入社　顧問

　 株式会社エーシーサービス取締役

（現任）

平成20年10月 当社取締役副社長（現任）

(注４) 7

常務取締役 　 鳩山　達彦 昭和28年４月26日生

昭和51年４月 株式会社サンリオ入社

平成９年３月 当社入社　九州支社長

平成15年１月 当社取締役営業本部長

平成16年７月 株式会社ＨＤＡ代表取締役社長

平成17年11月 当社常務取締役（現任）

平成18年２月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩトラベル

サービス取締役（現任）

(注４) 1,286
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 　 横山　正見 昭和35年７月16日生

昭和55年４月 株式会社毛利金融入社

昭和58年３月 東日本出版株式会社入社

昭和63年９月 株式会社石井模型入社

平成元年９月 株式会社賃貸住宅ニュース社入社

（注１）

平成４年４月 当社入社

平成12年３月 当社取締役出版局長

平成13年５月 株式会社エイビー・チンタイ取締

役

平成15年１月 当社取締役編集部長

平成15年11月 株式会社エイビー・チンタイ代表

取締役社長

平成16年11月 当社取締役制作管理担当

平成17年９月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩトラベル

サービス代表取締役社長（現任）

平成17年11月 当社取締役（現任）

(注４) 900

取締役  坪井　靖英 昭和32年４月10日生

昭和53年９月 株式会社福武書店（現株式会社ベ

ネッセコーポレーション）入社

平成２年６月 ニッカ株式会社入社

平成13年６月 当社入社　経営企画室長

平成14年４月 株式会社エイビー・チンタイ取締

役

平成15年１月 当社取締役管理本部長

平成16年７月 株式会社ＨＤＡ取締役（現任）

平成17年８月 株式会社エーシーサービス取締役

（現任）

平成18年１月 株式会社サンスイ取締役（現任）

平成18年６月 当社取締役（現任）

平成19年３月

　

平成19年10月

株式会社光藍社代表取締役副社長

（現任）

株式会社ＭｏｎｔｈｌｙＣＨＩＮ

ＴＡＩ取締役（現任）

(注４) 1,180

取締役 　 北原　直樹 昭和30年５月１日生

平成７年８月 エイブル不動産株式会社（現株式

会社エイブル）取締役首都圏営業

本部長

平成８年12月 エイブル不動産株式会社　取締役福

岡支社長

平成10年４月 エイブルカスタマーズサービス株

式会社（平成11年７月株式会社

エーシーサービスへ社名変更）代

表取締役社長

平成17年８月 株式会社エーシーサービス代表取

締役社長（現任）

平成18年11月 株式会社サンスイ代表取締役副社

長（現任）

平成21年１月 当社取締役（現任）

(注４) 7

取締役 　 杉山　洋一 昭和41年６月５日生

平成元年４月 杉山硝子株式会社入社

平成２年４月 同社取締役

平成12年11月 同社代表取締役社長（現任）

平成17年１月 当社取締役（現任）

(注４) 2,020
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 　 梁瀬　泰孝 昭和42年８月26日生

平成３年４月 株式会社第一勧業銀行入行

平成10年12月 株式会社ヤナセ入社　取締役

平成12年12月 同社専務取締役

平成14年12月 株式会社テイ・シー・ジェー代表

取締役社長

株式会社ヤナセ石油販売代表取締

役社長

平成17年６月 大新東株式会社代表取締役社長

株式会社テイ・シー・ジェー取締

役（現任）

平成19年６月 株式会社ヤナセ顧問（現任）

株式会社ＴＣＯＩ代表取締役（現

任）

平成19年７月 アウディジャパン株式会社顧問

（現任）

平成20年１月 当社取締役（現任）

(注４) －

常勤監査役 　 田村　守 昭和31年７月21日生

昭和55年４月 金本会計事務所入所

平成４年５月 総合コンサルティング株式会社入

社

平成４年９月 当社入社 総務経理部課長

平成11年８月 当社総務経理部副部長

平成15年１月 当社常勤監査役（現任）

平成16年７月 株式会社サンスイ監査役（現任）

平成16年１月 株式会社ＨＤＡ監査役（現任）

平成17年９月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩトラベル

サービス監査役（現任）

平成18年１月 株式会社エーシーサービス監査役

（現任）

平成18年８月 株式会社ＭｏｎｔｈｌｙＣＨＩＮ

ＴＡＩ監査役（現任）

平成18年９月 株式会社光藍社 監査役（現任）

(注５) 330

常勤監査役 　 大脇　康弘 昭和32年12月13日生

昭和63年６月 株式会社賃貸住宅ニュース社入社

（注１）

平成４年４月 当社入社

平成９年９月 当社名古屋支社 販売課長代理

平成10年２月 当社名古屋支社 情報審査課長代理

平成16年７月 株式会社ＨＤＡ出向 審査課長代理

平成17年１月 当社 常勤監査役（現任）

(注５) 656

監査役 　 城田　昌良 昭和13年４月23日生

昭和37年４月 野村證券株式会社入社

平成元年６月 株式会社ジャフコ常務取締役

平成４年６月 Nomura/JAFCO Investment（Asia）

Ltd社長

平成12年７月 株式会社エグゼクティブ・パート

ナーズ代表社員・理事

平成15年８月 株式会社エグゼクティブ・パート

ナーズ取締役

平成16年１月 当社監査役（現任）

平成18年８月 株式会社エグゼクティブ・パート

ナーズ理事（現任）

(注６) 150
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役 　 渡邉　光誠 昭和32年５月４日生

昭和56年10月 司法試験合格

昭和59年４月 司法研修所終了

弁護士登録

平成元年９月 O’MELVENY&MYERS法律事務所

勤務（ニューヨーク）

平成２年２月 ニューヨーク州弁護士登録

平成４年４月 尚和法律事務所パートナー

平成10年10月 渡邉光誠法律事務所開設

平成17年９月 外国法共同事業オメルベニー・ア

ンド・マイヤーズ法律事務所パー

トナー

平成19年６月 弁護士法人大江橋法律事務所入所

同事務所パートナー

平成21年１月 当社監査役（現任）

(注７) －

計 　 　 　 　 　 216,215

　（注）１．代表取締役　佐藤　茂、取締役　横山　正見、監査役　大脇　康弘の略歴として記載した「株式会社賃貸住宅ニュー

ス社」は社名変更前の当社と同社名でありますが、当社設立前に情報誌発行を事業としていた別会社であり

ます。

　　　　２．取締役　杉山　洋一及び梁瀬　泰孝は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

３．監査役　城田　昌良及び渡邉　光誠は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

４．平成21年１月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

５．平成19年１月30日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成20年１月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

７．平成21年１月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主、顧客、従業員をはじめとする様々なステークホルダー（利害関係者）の価値の総体である企業価

値の最大化を図るため、コーポレートガバナンスの強化が重要であると認識しております。「経営の透明性と健

全性の確保」「ディクスロージャー（情報開示）・アカウンタビリティー（説明責任の強化）」「コンプライ

アンス（法令遵守）による危機管理の徹底、企業倫理観の維持」を基本方針とし、健全で透明性が高く、経営環境

の変化に迅速に対応できる経営体制の確立を重要な経営課題の一つと考えております。

（1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①会社の機関の基本説明

　当社は、取締役会、監査役会を中心としたコーポレート・ガバナンス体制を構築しております。

　取締役会は10名で構成され、最低月１回、必要に応じて月に複数回の取締役会を開催し、報告事項及び議案の審

議を行っております。

　また、当社の取締役７名が子会社の取締役を兼務しており、子会社の動向についても報告がなされております。

　当社は、監査役制度を採用しており、社外監査役２名と、社外監査役以外の監査役（常勤）２名が、取締役の職

務執行につき監査を実施しております。

　当社では、取締役による経営会議、事業本部長による事業執行会議を実施しております。経営会議においては、

取締役会で審議・決議される事項のうち、特に重要なものについて事前に議論を行い、取締役会を中心とした意

思決定プロセスでの審議の充実をはかっております。

　事業報告会議においては、予算の進捗、事業遂行状況の確認を行い、事業部門間での情報の共有による事業推進

の加速化を図っております。

②会社の機関・内部統制の関係を分かりやすく示す図表
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 　　 ③内部統制システムの整備の状況

当社グループでは、コーポレート・ガバナンスにおける中核的な機能として、内部統制システムの充実を目指

しており、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制として、また、その他会社の

業務の適正を確保するための体制として、以下のとおり内部統制システムを整備しております。

（ⅰ）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

企業行動憲章のほか、倫理規定を定め、必要に応じ外部の専門家を起用し法令定款違反行為を未然に防止す

る。取締役が他の取締役の法令定款違反行為を発見した場合は直ちに監査役及び取締役会に報告するなどガバ

ナンス体制を強化する。

（ⅱ）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に基づきその保存媒体に応じて適切かつ確実に検

索性の高い状態で保存・管理することとし、文書の重要度如何によっては必要に応じて最長で10年間は閲覧可

能な状態を維持することとする。

（ⅲ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．当社は、当社の業務執行に係るリスクの把握に努め、その管理、個々のリスクについての管理責任者につい

ての体制を整えることとする。

ロ．リスク管理体制の基礎として、危機管理規程を定め、個々のリスクについての管理責任者を決定し、同規程

に従ったリスク管理体制を構築する。

（ⅳ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月１回定時

に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとする。

ロ．取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程において、それぞれの責任者及びそ

の責任、執行手続の詳細について定めるものとする。

（ⅴ）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス基本規程を定める。また、コンプライアンス担当部

門を設置し、コンプライアンス体制の整備及び維持を図るとともに、必要に応じてガイドラインの策定、研修

の実施を行うものとする。

ロ．内部監査部門として執行部門から独立した監査室を置く。

ハ．取締役は当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重大な事実を発見した場合には

直ちに監査役に報告するものとし、遅滞なく取締役会において報告するものとする。

ニ．法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、第三者機関を直接の情

報受領者とする内部通報制度を整備し、内部通報規程に基づきその運用を行うこととする。

ホ．監査役は当社の法令遵守体制及び内部通報制度の運用に問題があると認めるときは、意見を述べるととも

に、改善策の策定を求めることができるものとする。

（ⅵ）会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ企業全てに適用する行動指針として、企業行動

憲章を定め、これを基礎として、グループ各社で諸規程を定めるものとする。

（ⅶ）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役が求めた場合等必要に応じて監査役の職務を補助すべき使用人として、当社の使用人から監査役補助

者に任命することができるものとする。

（ⅷ）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

当該補助使用人の人事及び報酬等については、必要に応じて監査役会の関与を認めるものとする。

（ⅸ）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

取締役及び使用人が監査役に報告すべき事項及び時期についての規程を定めることとし、当該規程に基づ

き、取締役及び使用人は当社の業務又は業績に影響を与える重要な事項について監査役に都度報告するものと

する。

（ⅹ）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

前記にかかわらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることができる

ものとする。
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 　　 ④内部監査及び監査役監査の状況

各監査役は、重要な会議への出席、取締役などからの報告の聴衆、重要な決裁書類の閲覧、子会社の調査などに

よる監査を実施する一方、監査役全員で構成される監査役会は、監査の方針などを決定し、各監査役の監査状況な

どの報告を受けるほか、内部監査担当である監査室（人員２名）が行った、業務の基本事項の確実な処理状況、管

理運営面の適正な実施状況の調査、診断を対象とする通常監査、個人情報保護関連監査、及び特定の事項を対象と

する特命監査の状況を定期的に報告を受け、問題が有る場合は、取締役会での報告や、担当部署との意見交換を行

い、問題点の解消に努める体制をとっております。また、監査役や監査法人と連携することで、内部統制が十分に

機能することに務めております。

 　　 ⑤会計監査の状況

当社の会計監査は、新日本有限責任監査法人に委嘱しております。監査法人及び当社監査に従事する監査法人

の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はありません。当社は監査法人との間で、会社法監査と金融商品

取引法監査について監査契約を締結し、それに基づき報酬を支払っております。当事業年度において業務を執行

した公認会計士の氏名、会計監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりであります。なお、新日本有限責任監査

法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から新日本有限責任監査法人

に名称を変更しております。

新日本有限責任監査法人

イ．業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員　業務執行社員：安義利氏、海野隆善氏、寶野裕昭氏

ロ．会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　８名、会計士補　１名、その他　11名
（注）継続監査年数は、７年を超えておりませんので記載をしておりません。

⑥社外取締役及び社外監査役との利害関係

　当社の社外取締役（２名）及び社外監査役（２名）と当社の間には、資本的関係、取引関係その他の利害関係は

ありません。

（2）リスク管理体制の整備の状況

　当社では、事業活動を阻害する様々なリスクへの適切な対応が、顧客、投資家等ステークホルダーの当社に対す

る信頼強化につながり、企業価値の向上につながると認識し、リスクマネジメント体制の整備を進めておりま

す。

　災害、情報漏えい等リスク発生時には、危機管理対策本部を設置し、リスクの類型ごとに迅速適切な体制を整備

しております。

　法令違反や不正の芽を早期に発見し対処するために、平成18年５月より内部通報窓口を設置しております。当

社のみならずグループ社員、派遣社員、アルバイト、嘱託社員を対象としたうえ、連絡窓口として第三者機関を設

置し、匿名での連絡も可能としたことで、連絡者の保護を最優先した実効ある運用をしております。

　個人情報保護方針のもと、保護管理責任者の任命、問合せ窓口に設置等を行い個人情報保護体制を整備してお

ります。

　　 （3）役員報酬

　当事業年度（平成19年11月１日から平成20年10月31日まで）における当社の取締役及び監査役に対する役員報

酬は以下のとおりであります。

役員報酬

社内取締役に支払った報酬　  276,900千円

社外取締役に支払った報酬　　  6,800千円

監査役に支払った報酬　　　　 18,010千円

（上記の役員報酬のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額として13,650千円を支給）

 　　（4）監査報酬の内容

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は24,000千円であります。

また、上記以外の業務に基づく報酬は3,132千円であります。その業務の内容は、財務報告に係る内部統制システ

ムの構築に関するアドバイザリーであります。
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 　　（5）責任限定契約の概要

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役及び社外監査役

ともに会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額とし、その最低責任限度額を超える部分については当社

は社外取締役及び社外監査役を免責とするとしております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締

役又は社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

 　　（6）取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

 　　（7）自己株式の取得

当社は自己株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行すること

を可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式の

取得をすることができる旨を定款に定めております。

 　　（8）取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任及び解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

 　　（9）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を目的とするもの

であります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年11月１日から平成19年10月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年11月１日から平成20年10月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年11月１日から平成19年10月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年11月１日から平成20年10月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２の規程に基づき、前連結会計年度（平成18年11月１日から平成19年10月31日

まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年11月１日から平成19年10月31日まで）の財務諸表について、新日

本監査法人により監査を受けております。並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規程に基づき、当連結会計

年度（平成19年11月１日から平成20年10月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成19年11月１日から平

成20年10月31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査法人に名

称を変更しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年10月31日）
当連結会計年度

（平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 ※1  10,237,647   8,496,526  

２．受取手形及び売掛金 　  1,140,158   1,089,013  

３．たな卸資産 　  169,249   32,000  

４．繰延税金資産 　  147,184   86,902  

５. 短期貸付金 　  710,475   690,143  

６．その他 　  464,863   1,130,805  

貸倒引当金 　  △4,775   △23,271  

流動資産合計 　  12,864,802 70.4  11,502,121 67.4

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1)建物及び構築物 ※1 357,093   359,189   

減価償却累計額 ※2 111,189 245,903  135,885 223,304  

(2)工具器具備品 　 571,637   403,394   

減価償却累計額 ※2 352,052 219,585  310,977 92,416  

(3)土地 　  46,469   47,552  

(4)その他 　 3,574   3,574   

減価償却累計額 　 3,395 178  3,431 142  

有形固定資産合計 　  512,137 2.8  363,416 2.1

２．無形固定資産 　       

(1)のれん 　  1,270,440   1,126,617  

(2)その他 　  1,272,581   1,170,990  

無形固定資産合計 　  2,543,022 13.9  2,297,608 13.4

３．投資その他の資産 　       

(1)投資有価証券 ※3  1,234,995   1,700,678  

(2)長期貸付金 　  105,193   110,595  

(3)繰延税金資産 　  228,307   583,020  

(4)その他 　  986,816   588,689  

貸倒引当金 　  △208,335   △69,444  

投資その他の資産合計 　  2,346,977 12.9  2,913,539 17.1

固定資産合計 　  5,402,136 29.6  5,574,564 32.6

資産合計 　  18,266,939 100.0  17,076,685 100.0
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前連結会計年度

（平成19年10月31日）
当連結会計年度

（平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 ※1  302,590   320,278  

２．短期借入金 　  1,444,350   1,436,000  

３. １年内償還予定社債 ※1  110,000   320,000  

４．未払法人税等 　  1,138,781   196,081  

５．賞与引当金 　  93,048   88,122  

６．役員賞与引当金 　  40,300   12,850  

７．その他 　  1,142,192   911,678  

流動負債合計 　  4,271,262 23.4  3,285,011 19.2

Ⅱ　固定負債 　       

１. 社債 ※1  320,000   －  

２．長期借入金 　  107,000   71,000  

３．退職給付引当金 　  74,958   41,006  

４．その他 　  89,895   358,677  

固定負債合計 　  591,854 3.2  470,684 2.8

負債合計 　  4,863,116 26.6  3,755,695 22.0

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  2,070,079 11.3  2,070,079 12.1

２．資本剰余金 　  3,165,016 17.3  3,165,016 18.5

３．利益剰余金 　  8,384,697 45.9  8,390,939 49.1

４．自己株式 　  △229,501 △1.2  △286,959 △1.6

株主資本合計 　  13,390,290 73.3  13,339,075 78.1

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  13,531 0.1  △18,086 △0.1

評価・換算差額等合計 　  13,531 0.1  △18,086 △0.1

純資産合計 　  13,403,822 73.4  13,320,989 78.0

負債純資産合計 　  18,266,939 100.0  17,076,685 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  19,422,929 100.0  18,450,528 100.0

Ⅱ　売上原価 　  8,971,496 46.2  9,187,554 49.8

売上総利益 　  10,451,433 53.8  9,262,974 50.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1  6,021,706 31.0  6,013,302 32.6

営業利益 　  4,429,727 22.8  3,249,671 17.6

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 23,401   19,836   

２．受取配当金 　 217,286   223,763   

３．為替差益 　 89,484   13,253   

４. デリバティブ利益 　 53,540   －   

５．投資事業組合投資利益 　 189,294   －   

６．その他 　 64,120 637,127 3.3 29,365 286,218 1.5

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 25,787   29,946   

２．デリバティブ損失 　 －   522,885   

３．貸倒引当金繰入額 　 96,271   －   

４．投資事業組合投資損失 　 －   517,157   

５. たな卸資産廃棄損 　 18,987   －   

６．その他 　 28,454 169,501 0.9 8,507 1,078,496 5.8

経常利益 　  4,897,353 25.2  2,457,393 13.3

Ⅵ　特別利益 　       

１．固定資産売却益 ※2 －   333   

２．投資有価証券売却益 　 －   5,750   

３．貸倒引当金戻入益　 　 －   12,394   

４．役員賞与引当金戻入益 　 －   12,250   

５．保険解約返戻金 　 　 90,031 90,031 0.5 24,191 54,918 0.3

Ⅶ　特別損失 　       

１．減損損失 ※4 8,320   123,521   

２．固定資産除却損 ※3 1,446   361,749   

３．その他　 　 － 9,767 0.1 10,243 495,513 2.7

税金等調整前当期純利益 　  4,977,617 25.6  2,016,797 10.9

法人税、住民税及び事業税 　 2,241,076   1,255,317   

法人税等調整額 　 △55,831 2,185,244 11.2 △273,358 981,958 5.3

当期純利益 　  2,792,373 14.4  1,034,839 5.6
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年10月31日残高（千円） 2,070,079 3,165,016 7,708,546 △1,784,123 11,159,518

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △1,081,077  △1,081,077

当期純利益   2,792,373  2,792,373

自己株式の処分   △1,035,144 1,554,621 519,477

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 676,150 1,554,621 2,230,772

平成19年10月31日残高（千円） 2,070,079 3,165,016 8,384,697 △229,501 13,390,290

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年10月31日残高（千円） 106,712 106,712 11,266,230

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当   △1,081,077

当期純利益   2,792,373

自己株式の処分   519,477

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

△93,180 △93,180 △93,180

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△93,180 △93,180 2,137,591

平成19年10月31日残高（千円） 13,531 13,531 13,403,822

当連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年10月31日残高（千円） 2,070,079 3,165,016 8,384,697 △229,501 13,390,290

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △1,028,596  △1,028,596

当期純利益   1,034,839  1,034,839

自己株式の取得    △57,457 △57,457

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 6,242 △57,457 △51,215

平成20年10月31日残高（千円） 2,070,079 3,165,016 8,390,939 △286,959 13,339,075

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成19年10月31日残高（千円） 13,531 13,531 13,403,822

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当   △1,028,596

当期純利益   1,034,839

自己株式の取得   △57,457
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

△31,617 △31,617 △31,617

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△31,617 △31,617 △82,833

平成20年10月31日残高（千円） △18,086 △18,086 13,320,989
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税金等調整前当期純利益 　 4,977,617 2,016,797

減価償却費 　 444,740 438,849

減損損失 　 8,320 123,521

のれん償却額 　 146,597 143,823

貸倒引当金の増減額（減少：△） 　 117,329 △120,395

賞与引当金の増減額（減少：△） 　 △16,834 △4,925

役員賞与引当金の増減額
（減少：△） 

　 16,300 △27,450

退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

　 8,477 △33,951

為替差損益 　 △89,484 △13,253

受取利息及び受取配当金 　 △240,687 △243,599

支払利息 　 25,787 29,946

固定資産売却益 　 － △333

固定資産除却損 　 1,446 361,749

投資有価証券売却益 　 － △5,750

デリバティブ評価損益 　 △53,540 522,885

保険解約返戻金 　 △90,031 △24,191

投資事業組合投資損益 　 △189,294 517,157

売上債権の増減額（増加：△） 　 210,809 25,320

たな卸資産の増減額（増加：△） 　 △2,242 137,249

仕入債務の増減額（減少：△） 　 △3,936 35,935

その他 　 66,006 △595,902

小計 　 5,337,383 3,283,483

利息及び配当金の受取額 　 240,687 243,599

利息の支払額 　 △25,592 △30,544

法人税等の支払額 　 △2,509,400 △2,194,030

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 3,043,076 1,302,507
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前連結会計年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

固定資産の取得による支出 　 △618,963 △690,054

固定資産の売却による収入 　 － 727

投資有価証券の取得による支出 　 △173,957 △1,220,772

投資有価証券の売却による収入 　 － 55,760

定期預金の預入による支出 　 △290,400 △61,373

定期預金の払戻しによる収入 　 306,138 235,406

貸付金の回収による収入 　 14,093 14,930

保証金の差入による支出 　 △14,941 △2,073

保証金の返還による収入 　 50,406 24,063

保険積立金の積立による支出 　 △46,469 △34,580

保険積立金の解約による収入 　 196,957 52,391

その他 　 1,667 △1,271

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △575,469 △1,626,847

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

短期借入金の純増減 　 △220,000 －

長期借入金の返済による支出 　 △154,660 △44,350

社債の償還による支出 　 △16,000 △110,000

自己株式の処分による収入 　 519,477 －

自己株式の取得による支出 　 － △57,457

配当金の支払額 　 △1,081,077 △1,026,829

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △952,260 △1,238,637

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 　 23,429 △4,110

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額
 （減少：△）

　 1,538,775 △1,567,087

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 　 8,444,655 9,983,431

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 ※1 9,983,431 8,416,344
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１．連結の範囲に関する事項 （1）連結子会社の数 ６社

連結子会社の名称

株式会社ＨＤＡ

株式会社サンスイ

株式会社エーシーサービス

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩトラベル

サービス

株式会社ＭｏｎｔｈｌｙＣＨＩＮＴ

ＡＩ

株式会社光藍社

（1）連結子会社の数 ６社

連結子会社の名称

株式会社ＨＤＡ

株式会社サンスイ

株式会社エーシーサービス

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩトラベル

サービス

株式会社ＭｏｎｔｈｌｙＣＨＩＮＴ

ＡＩ

株式会社光藍社

 （2）非連結子会社の名称等

株式会社グッドホーププロダクショ

ン

非連結子会社は小規模会社であり、総

資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等はいずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連結の範囲から

除外しております。 

（2）非連結子会社の名称等

株式会社グッドホーププロダクショ

ン

同左

   

２．持分法の適用に関する事

項

（1）持分法適用の非連結子会社及び持分

法適用の関連会社はありません。

（1）　　　　 　  同左

 （2）持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社の名称等

株式会社グッドホーププロダクショ

　　　ン

      エイブルリート投資法人

持分法を適用していない非連結子会社

及び関連会社は、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体として重要

性がないため持分法の適用範囲から除外

しております。

（2）持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社の名称等

株式会社グッドホーププロダクショ

　　　ン

      エイブルリート投資法人

同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は連結決算日と一

致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 （1）重要な資産の評価基準及び評価方法

　イ．有価証券

・その他有価証券

（時価のあるもの）

　連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額金は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

　イ．有価証券

・その他有価証券

（時価のあるもの）

同左

 （時価のないもの）

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

（時価のないもの）

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

   なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資については、

持分法相当額を純額で取り込む方法

によっております。

　ロ．たな卸資産

・商品

　移動平均法による低価法を採用して

おります。

　

ロ．たな卸資産

―――――――

 ・製品及び仕掛品

　個別法による原価法を採用しており

ます。

・製品及び仕掛品

同左

 ・貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法を採用

しております。

・貯蔵品

同左

 　ハ．デリバティブ

 時価法を採用しております。

　ハ．デリバティブ

同左

 （2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

　イ．有形固定資産

　　　  定率法（ただし、平成10年４月１

      日以降に取得した建物（附属設備を 

      除く）については定額法）を採用し

 　　 ております。 

        なお、主な耐用年数は以下のとお

      りであります。 

・建物及び構築物　３～50年

     ・工具器具備品　３～20年

   （会計方針の変更）

　　　法人税法の改正に伴い、当連結会計

　　年度より、平成19年４月１日以後に取

　　得した有形固定資産について、改正後

　　の法人税法に基づく減価償却の方法に

　　変更しております。

　　　なお、この変更による損益に与える

　　影響は軽微であります。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

　イ．有形固定資産

　　　  定率法（ただし、平成10年４月１

      日以降に取得した建物（附属設備を 

      除く）については定額法）を採用し

 　　 ております。 

        なお、主な耐用年数は以下のとお

      りであります。 

・建物及び構築物　３～50年

     ・工具器具備品　３～20年

　

  　（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に達した連結会計年度の翌連結会

計年度より取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。

　なお、この変更による損益に与える影

響は軽微であります。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

 　ロ．無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

（3）重要な引当金の計上基準

　イ．貸倒引当金

　売掛債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

　ロ．無形固定資産

同左

 

 

 

（3）重要な引当金の計上基準

　イ．貸倒引当金

同左

 　ロ．賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、賞与支給見込額の当連

結会計年度負担額を計上しておりま

す。

　ロ．賞与引当金

同左

 　ハ．役員賞与引当金 

　当社及び一部の連結子会社は、役員

に対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき計上して

おります。

　ハ．役員賞与引当金 

同左

 　ニ．退職給付引当金 

　一部の連結子会社は、従業員に対す

る退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務見込額

に基づき計上しております。 

　ニ．退職給付引当金 

同左

 （4）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

（4）重要なリース取引の処理方法

同左

 （5）その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式を採用しております。

（5）その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

同左

６．のれん償却に関する事項 のれん償却については、５年及び10年

間の均等償却を行っております。

のれん償却については、10年間の均等

償却を行っております。

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に満期日又は償還期

限の到来する短期的な投資からなってお

ります。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

 （企業結合に係る会計基準等）

 当連結会計年度より「企業結合に係る会計基準」（企

業会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月

27日企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準委員会　平成18年12月22日最終改正企業会計基準

適用指針第10号）を適用しております。

―――――――   

表示方法の変更 

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

 （連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで区分掲記していた無形固定資産の

「商標権」は、当連結会計年度において、資産の総額の

100分の５を下回ったため無形固定資産の「その他」に

含めて表示することに変更いたしました。なお、当連結会

計年度の「商標権」の金額は646,502千円であります。

 （連結貸借対照表）

―――――――

 （連結損益計算書）

　　 前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて

   表示していた「貸倒引当金繰入額」は、営業外費用の総

   額の100分の10を超えることとなったため区分掲記する

   ことに変更いたしました。なお、前連結会計年度の「貸

   倒引当金繰入額」の金額は、1,333千円であります。

 （連結損益計算書）

―――――――
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年10月31日）

当連結会計年度
（平成20年10月31日）

※１　担保資産及び担保対応債務 ※１　担保資産及び担保対応債務

      担保提供資産 

　建物及び構築物         29,100千円

      担保提供資産 

　定期預金

　建物及び構築物

        50,000千円

        28,080千円

　　　担保対応債務 　　　担保対応債務

上記の資産は、社債100,000千円及びデリバティブ

取引の担保に供しております。 

上記の定期預金は、買掛金43,496千円の担保に供

しております。建物及び構築物は、デリバティブ取

引の担保に供しております。 

※２　　　　　　　 ――――――― ※２　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示

しております。

※３　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

※３　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

投資有価証券（株式）    35,000千円 投資有価証券（株式）        148,231千円

　４　偶発債務 　４　偶発債務

保証極度相当額        592,917千円 保証極度相当額      1,396,812千円

保証人代行事業に係る保証極度相当額であります。 保証人代行事業に係る保証極度相当額であります。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

広告宣伝費      1,698,338千円

貸倒引当金繰入額 29,223

給与手当 703,057

賞与引当金繰入額 82,670

役員賞与引当金繰入額 40,300

広告宣伝費      1,489,773千円

貸倒引当金繰入額 38,395

給与手当 777,229

賞与引当金繰入額 73,098

役員賞与引当金繰入額 12,850

※２　　　　　　　――――――― ※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 工具器具備品      333千円

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物       755千円

工具器具備品       691千円

合計        1,446千円

建物及び構築物    70,338千円

工具器具備品   291,411千円

合計      361,749千円

※４　　　　　　　――――――― ※４　減損損失

 　当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。　　　

 
場所 用途 種類

減損損失

（千円）

旅行事業

メディア事業

部（東京都港

区）

航空券予約

システム

工具器具備

品 、ソフト

ウェア

117,921

旅行事業

大阪店（大阪

府大阪市）

店舗設備　

建物及び構

築物、工具

器具備品

806

旅行事業

名古屋店（名

古屋市中区）

店舗設備　

建物及び構

築物、工具

器具備品

1,813

マンスリー事

業（東京都港

区）

マンスリー

予約システ

ム　

ソフトウェ

ア　
2,978

合計　 123,521

 　当社グループは、継続的に収支を把握している区分

を基礎として、資産のグループ化を行っております。

　旅行事業部門の上記店舗並びにマンスリー事業は営

業損益が継続してマイナスとなっているため当該資

産グループでの帳簿価額を回収可能額まで減額し、当

該減少額を減損損失123,521千円として特別損失に計

上しております。その内訳は、建物及び構築物1,552千

円、工具器具備品3,906千円、ソフトウェア118,061千円

であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却可

能価額により測定し、転用可能な工具器具備品につい

ては取得価額の５％を正味売却可能価額として評価

し、転用不可能なその他の資産については残存価額を

零として評価しております。

EDINET提出書類

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ(E05437)

有価証券報告書

 66/114



（連結株主資本等変動計算書関係）

 前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

前連結会計年度末

株式数

（株）

当連結会計年度

増加株式数

（株）

当連結会計年度

減少株式数

（株）

当連結会計年度末

株式数

（株）

 発行済株式     

 　　普通株式 550,348 － － 550,348

 　　　　合計 550,348 － － 550,348

 自己株式     

 　　普通株式　　（注） 13,705 － 11,942 1,763

 　　　　合計 13,705 － 11,942 1,763

（注）自己株式の株式数の減少11,942株は、新株予約権の行使に充当したことによる減少であります。

 ２．配当に関する事項

 （1）配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当金

（円） 

基準日 効力発生日

 平成19年１月30日

定時株主総会
普通株式 563,475 1,050  平成18年10月31日  平成19年１月31日

 平成19年６月15日

　 取締役会
普通株式 517,602 950  平成19年４月30日  平成19年７月13日

 （2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

　配当金　

（円）

基準日 効力発生日

 平成20年１月29日

　 定時株主総会
普通株式 521,155 利益剰余金 950  平成19年10月31日 平成20年１月30日

 当連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

前連結会計年度末

株式数

（株）

当連結会計年度

増加株式数

（株）

当連結会計年度

減少株式数

（株）

当連結会計年度末

株式数

（株）

 発行済株式     

 　　普通株式 550,348 － － 550,348

 　　　　合計 550,348 － － 550,348

 自己株式     

 　　普通株式　　（注） 1,763 2,194 － 3,957

 　　　　合計 1,763 2,194 － 3,957

（注）自己株式の株式数の増加2,194株は、市場買付による増加であります。

 ２．配当に関する事項

 （1）配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当金

（円） 

基準日 効力発生日

 平成20年１月29日

定時株主総会
普通株式 521,155 950  平成19年10月31日  平成20年１月30日

 平成20年６月13日

　 取締役会
普通株式 507,441 925  平成20年４月30日  平成20年７月11日

 （2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
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 決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

　配当金　

（円）

基準日 効力発生日

 平成21年１月28日

　 定時株主総会
普通株式 218,556 利益剰余金 400  平成20年10月31日 平成21年１月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

（平成19年10月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

（平成20年10月31日現在）

現金及び預金勘定  10,237,647千円

預金期間が３ヶ月を超える定期

預金等
   △254,216千円

現金及び現金同等物    9,983,431千円

現金及び預金勘定   8,496,526千円

預金期間が３ヶ月を超える定期

預金等
   △80,182千円

現金及び現金同等物    8,416,344千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

有形固定資産 191,059 108,167 82,892

無形固定資産 69,146 42,467 26,678

合計 260,206 150,635 109,571

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

有形固定資産 536,804 209,765 327,038

無形固定資産 69,146 56,296 12,849

合計 605,950 266,062 339,887

（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額

１年内         52,877千円

１年超            59,567千円

合計            112,445千円

１年内            113,737千円

１年超           232,062千円

合計            345,800千円

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料            54,605千円

減価償却費相当額           51,979千円

支払利息相当額      2,830千円

支払リース料            123,089千円

減価償却費相当額           115,427千円

支払利息相当額        10,701千円

（4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

（4）減価償却費相当額の算定方法

同左

（5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。

（5）利息相当額の算定方法

同左

２.オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

 １年内 2,582千円 

 １年超 －千円 

 合計 2,582千円 

２.オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

 １年内 1,461千円 

 １年超 －千円 

 合計  1,461千円 
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類

前連結会計年度
（平成19年10月31日）

当連結会計年度
（平成20年10月31日）

取得原価
（千円）

連結貸借対照
表計上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

連結貸借対照
表計上額
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1)株式 － － － － － －

(2)債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 269 62 △207 － － －

(2）債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 269 62 △207 － － －

合計 269 62 △207 － － －

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

55,760 5,750 6

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　

前連結会計年度
（平成19年10月31日）

当連結会計年度
（平成20年10月31日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券   

非上場株式 413,441 337,081

匿名組合出資金 300,674 818,720

投資事業組合出資金 485,817 396,645
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

（1）取引の内容 （1）取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では通貨

オプション取引及び為替予約、金利関連では金利ス

ワップ取引であります。

同左

（2）取引に対する取組方針 （2）取引に対する取組方針

　通貨オプション取引、為替予約及び金利スワップ取引

はリスクヘッジを目的としており、投機目的では行わ

ない方針であります。

同左

（3）取引の利用目的 （3）取引の利用目的

　一部の子会社は、外貨建支払いの為替変動リスクを回

避する目的で通貨オプション取引、為替予約取引及び

金利スワップ取引を行っております。

同左

（4）取引に係るリスクの内容 （4）取引に係るリスクの内容

　通貨オプション取引、為替予約取引及び通貨オプショ

ン取引は、為替変動リスクを有しております。

　なお、デリバティブ取引の契約相手は、いずれも信用

度の高い金融機関で有るため、契約相手先の契約不履

行に起因する信用リスクはほとんどないと認識してお

ります。

同左

（5）取引に係るリスク管理体制 （5）取引に係るリスク管理体制

　通貨オプション取引、為替予約取引及び金利スワップ

取引は、経理部長が行っており、為替予約状況及び通貨

オプション、金利スワップの時価評価損益を担当取締

役に報告するとともに、定期的に金融機関より残高内

容に関する証明書を入手し、内容の確認を行うことに

よりリスク管理を行っております。

同左

（6）取引の時価等の関する事項についての補足説明 （6）取引の時価等の関する事項についての補足説明

　「２.取引の時価等に関する事項」における「契約

額」について、この金額自体がデリバティブ取引に係

るリスク量を示すものではなく、この金額のうち為替

相場の変動分のみリスクを負っております。

同左

２．取引の時価等に関する事項 

 （1）通貨関連
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 区分 種類

前連結会計年度（平成19年10月31日） 当連結会計年度（平成20年10月31日）

契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

 時価
 （千円）

評価損益
（千円）

契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

 時価
 （千円）

評価損益
（千円）

市場取

引以外

の取引

為替予約取引         

買建         

米ドル 880,550 880,550 50,869 50,869 880,550 783,750 △32,526 △32,526

オプション取引         

買建         

米ドル 1,395,130 1,149,910 126,845 △16,474 1,149,910 992,510 99,782 △43,538

ユーロ 165,525 148,972 51,040 29,490 148,972 115,867 22,084 534

売建         

米ドル 2,266,680 2,021,460 △153,827 △6,873 2,021,460 1,864,060 △294,003 △147,049

ユーロ 564,075 507,667 △7,178 16,262 507,667 394,852 △66,556 △43,116

合計 5,271,960 4,708,560 67,750 73,274 4,708,560 4,151,040 △271,220 △265,696

（注）１．時価の算定方式は、取引先金融機関から提示された価格に基づいております。

２．通貨オプション取引はゼロコストオプションであり、オプション料の授受はなく連結貸借対照表に計上したオ

プション料はありません。

 （2）金利関連

 区分 種類

前連結会計年度（平成19年10月31日） 当連結会計年度（平成20年10月31日）

契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

 時価
 （千円）

評価損益
（千円）

契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

 時価
 （千円）

評価損益
（千円）

市場取

引以外

の取引

金利スワップ取引         

変動受取（米ド

ル）・固定支払

（円）

7,590,885 7,590,885 143,352 143,352 7,590,885 7,590,885 △14,899 △14,899

合計 7,590,885 7,590,885 143,352 143,352 7,590,885 7,590,885 △14,899 △14,899

（注）時価の算定は、取引先金融機関から提供された価格に基づいております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

連結子会社１社にて退職一時金制度を採用しております。

２．退職給付債務及びその内訳

 
前連結会計年度

（平成19年10月31日）
当連結会計年度

（平成20年10月31日）

退職給付債務（千円） 74,958 41,006

退職給付引当金（千円） 74,958 41,006

（注）退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用の内訳

 
前連結会計年度

（平成19年10月31日）
当連結会計年度

（平成20年10月31日）

勤務費用（千円） 8,477 4,481

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。
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（ストック・オプション関係）

 前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（1）ストック・オプションの内容

　

第１回

ストック・

オプション

第２回

ストック・

オプション

第３回

ストック・

オプション

第４回

ストック・

オプション

第５回

ストック・

オプション

第６回

ストック・

オプション

第７回

ストック・

オプション

 付与対象者の区分及び数

 取締役、監査

役及び従業員

165名

 取締役、監査

役及び従業員

44名

 取締役、監査

役及び従業員

24名

 従業員１名  取締役及び従

業員25名

 取締役、従業

員、子会社取

締役及び子会

社従業員18名

 従業員、子会

社取締役及び

子会社従業員

38名

ストック・オプションの

付与数
 普通株式  普通株式  普通株式  普通株式  普通株式  普通株式  普通株式

 （注） 27,806株 7,930株 8,080株 1,800株 4,100株 3,680株 3,420株 

 付与日
 平成14年７月

29日

 平成14年７月

29日

 平成16年３月

８日

 平成16年３月

８日

 平成17年３月

15日

 平成17年７月

22日

 平成17年９月

15日

 権利確定条件

 付与日（平成14年

７月29日）以降、権

利確定日（平成15

年４月９日）まで

継続して勤務して

いること。

 付与日（平成14年

７月29日）以降、権

利確定日（平成16

年７月31日）まで

継続して勤務して

いること。

 付与日（平成16年

３月８日）以降、権

利確定日（平成16

年12月31日）まで

継続して勤務して

いること。

 付与日（平成16年

３月８日）以降、権

利確定日（平成16

年12月31日）まで

継続して勤務して

いること。

 付与日（平成17年

３月15日）以降、権

利確定日（平成19

年10月31日）まで

継続して勤務して

いること。

 付与日（平成17年

７月22日）以降、権

利確定日（平成19

年10月31日）まで

継続して勤務して

いること。

 付与日（平成17年

９月15日）以降、権

利確定日（平成19

年10月31日）まで

継続して勤務して

いること。

 対象勤務期間

 自平成14年７

月29日至平成

15年４月９日

 自平成14年７

月29日至平成

16年７月31日

 自平成16年３

月８日至平成

16年12月31日

 自平成16年３

月８日至平成

16年12月31日

 自平成17年３

月15日至平成

19年10月31日

 自平成17年９

月15日至平成

19年10月31日

 自平成17年９

月15日至平成

19年10月31日

 権利行使期間

 自平成15年４

月10日至平成

19年７月31日

 自平成16年８

月１日至平成

19年７月31日

 自平成17年１

月１日至平成

21年１月31日

 自平成17年１

月１日至平成

21年１月31日

 自平成19年11

月１日至平成

23年10月31日

 自平成19年11

月１日至平成

23年10月31日

 自平成19年11

月１日至平成

23年10月31日

（注）株式数に換算して計算しております。

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　　　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数

に換算して記載しております。

　　①ストック・オプションの数

　

第１回

ストック・

オプション

第２回

ストック・

オプション

第３回

ストック・

オプション

第４回

ストック・

オプション

第５回

ストック・

オプション

第６回

ストック・

オプション

第７回

ストック・

オプション

 権利確定前　　 　（株）        
 　前連結会計年度末 － － － － 3,620 3,260 2,960

 　付与 － － － － － － －
 　失効 － － － － 80 40 380

 　権利確定 － － － － － － －
 　未確定残 － － － － 3,540 3,220 2,580

 権利確定後　　　 （株）        
 　前連結会計年度末 10,036 538 1,522 600 － － －
 　権利確定 － － － － － － －
 　権利行使 10,036 538 1,208 160 － － －
 　失効 － － － － － － －
 　末行使残 － － 314 440 － － －

　　②単価情報

　

第１回

ストック・

オプション

第２回

ストック・

オプション

第３回

ストック・

オプション

第４回

ストック・

オプション

第５回

ストック・

オプション

第６回

ストック・

オプション

第７回

ストック・

オプション

 権利行使価格　　 （円） 43,500 43,500 43,500 43,500 146,185 144,319 126,566

 行使時平均株価　 （円） 80,445 76,114 86,867 67,300 － － －
 公正な評価単価

－ － － － － － －
 　　　（付与日） （円）

 当連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

 １．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（1）ストック・オプションの内容

EDINET提出書類

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ(E05437)

有価証券報告書

 75/114



 

第３回

ストック・オプ

ション

第４回

ストック・オプ

ション

第５回

ストック・オプ

ション

第６回

ストック・オプ

ション

第７回

ストック・オプ

ション

 付与対象者の区分及び数

 取締役、監査役

及び従業員24名

 従業員１名  取締役及び従業

員25名

 取締役、従業員、

子会社取締役及

び子会社従業員

18名

 従業員、子会社

取締役及び子会

社従業員38名

ストック・オプションの

付与数　（注）

 普通株式

8,080株 

 普通株式

1,800株 

 普通株式

4,100株 

 普通株式

3,680株 

 普通株式

3,420株 

 付与日  平成16年３月８日  平成16年３月８日  平成17年３月15日  平成17年７月22日  平成17年９月15日

 権利確定条件

 付与日（平成16年３

月８日）以降、権利

確定日（平成16年12

月31日）まで継続し

て勤務しているこ

と。

 付与日（平成16年３

月８日）以降、権利

確定日（平成16年12

月31日）まで継続し

て勤務しているこ

と。

 付与日（平成17年３

月15日）以降、権利

確定日（平成19年10

月31日）まで継続し

て勤務しているこ

と。

 付与日（平成17年７

月22日）以降、権利

確定日（平成19年10

月31日）まで継続し

て勤務しているこ

と。

 付与日（平成17年９

月15日）以降、権利

確定日（平成19年10

月31日）まで継続し

て勤務しているこ

と。

 対象勤務期間
 自平成16年３月８日

至平成16年12月31日

 自平成16年３月８日

至平成16年12月31日

 自平成17年３月15日

至平成19年10月31日

 自平成17年９月15日

至平成19年10月31日

 自平成17年９月15日

至平成19年10月31日

 権利行使期間
 自平成17年１月１日

至平成21年１月31日

 自平成17年１月１日

至平成21年１月31日

 自平成19年11月１日

至平成23年10月31日

 自平成19年11月１日

至平成23年10月31日

 自平成19年11月１日

至平成23年10月31日

（注）株式数に換算して計算しております。

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　　　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数

に換算して記載しております。

　　①ストック・オプションの数

 

第３回

ストック・オプ

ション

第４回

ストック・オプ

ション

第５回

ストック・オプ

ション

第６回

ストック・オプ

ション

第７回

ストック・オプ

ション

 権利確定前　　 　（株）      

 　前連結会計年度末 － － － － －

 　付与 － － － － －

 　失効 － － － － －

 　権利確定 － － － － －

 　未確定残 － － － － －

 権利確定後　　　 （株）      

 　前連結会計年度末 314 440 3,540 3,220 2,580

 　権利確定 － － － － －

 　権利行使 － － － － －

 　失効 24 － 160 40 300

 　末行使残 290 440 3,380 3,180 2,280

　　②単価情報

 

第３回

ストック・オプ

ション

第４回

ストック・オプ

ション

第５回

ストック・オプ

ション

第６回

ストック・オプ

ション

第７回

ストック・オプ

ション

 権利行使価格　　 （円） 43,500 43,500 146,185 144,319 126,566

 行使時平均株価　 （円） － － － － －

 公正な評価単価
－ － － － －

 　　　（付与日） （円）

 ２．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。

（税効果会計関係）
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前連結会計年度
（平成19年10月31日）

当連結会計年度
（平成20年10月31日）

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  　

賞与引当金損金算入限度超過額 42,785千円

未払事業税否認 90,492  

貸倒引当金損金算入限度超過額 83,124  

投資有価証券評価損否認 57,999  

退職給付引当金 31,482  

税務上の繰越欠損金 185,199  

連結子会社の時価評価差額 3,046  

減価償却超過額 33,627  

その他 74,280  

繰延税金資産小計 602,037  

　評価性引当額 △221,744  

繰延税金資産合計 380,292  

繰延税金負債   

  その他有価証券評価差額金 △3,679  

その他 △1,120  

繰延税金負債合計 △4,800  

繰延税金資産の純額 375,492  

繰延税金資産  　

賞与引当金損金算入限度超過額 40,186千円

未払事業税否認 20,139  

貸倒引当金損金算入限度超過額 26,748  

投資有価証券評価損否認 62,199  

退職給付引当金 17,222  

投資事業組合投資損失否認　 188,680  

税務上の繰越欠損金 468,550  

連結子会社の時価評価差額 3,046  

減価償却超過額 69,508  

その他有価証券評価差額金 17,385  

その他 78,216  

繰延税金資産小計 991,886  

　評価性引当額 △320,595  

繰延税金資産合計 671,291  

繰延税金負債   

その他 △1,368  

繰延税金負債合計 △1,368  

繰延税金資産の純額 669,922  

　 　

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.0%

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3  

住民税均等割等 0.2  

評価性引当金の増減額 2.1  

のれん償却額 1.2  

その他 0.1  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.9  

法定実効税率 40.0%

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2  

住民税均等割等 0.5  

評価性引当金の増減額 4.2  

のれん償却額 2.9  

その他 △0.1  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.7  
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

 前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

　

メディア

事業

（千円）

システム

関連事業

（千円）

旅行事業

（千円）

保険代理

事業

（千円）

保証人代

行事業

（千円）

マンス

リー事業

（千円）

興行事業

（千円）

計

（千円）

消去又は

全社

（千円）

連結

（千円）

Ⅰ売上高及び営業損

益

 売上高

          

　(1)外部顧客に対する

売上高
10,673,029 1,239,501 2,514,197 827,832 721,295 352,154 3,094,918 19,422,929 － 19,422,929

　(2)セグメント間の内

部売上高又は振

替高

13,267 336,892 33,443 25 － 1,287 1,428 386,345 △386,345 －

計 10,686,296 1,576,393 2,547,641 827,857 721,295 353,442 3,096,347 19,809,275 △386,345 19,422,929

営業費用 6,336,787 1,620,036 2,671,887 340,475 558,895 400,278 2,943,060 14,871,421 121,781 14,993,202

営業利益

(又は営業損失△)
4,349,509 △43,642 △124,246 487,382 162,400 △46,836 153,286 4,937,853 △508,126 4,429,727

Ⅱ資産、減価償却費及

び資本的支出
          

 資産 4,032,898 598,545 551,085 1,531,430 263,173 73,329 3,306,612 10,357,074 7,909,864 18,266,939

 減価償却費 346,539 25,085 10,641 34,684 3,525 1,200 3,082 424,760 19,980 444,740

 資本的支出 432,661 11,173 143,281 214 19,021 1,351 7,853 615,557 5,575 621,133

 （注）１．事業区分の方法

 　　　　　　事業は、サービスの種類及び性質により区分しております。

 　　　２．各区分に属する主要なサービス

事業区分 主要なサービス

 メディア事業
 情報誌「CHINTAI」、インターネット・サイト及び携帯電話向け情報サービ

スを媒体とする広告掲載サービス等

 システム関連事業
 システム開発・運営、保守メンテナンス、機器ソフト販売、不動産会社の基幹

システム構築及びグループウェア運用等

 旅行事業  海外旅行航空チケット販売及び海外アパートメント・ホテルの紹介等

 保険代理事業  入居者保険の販売代理

 保証人代行事業  賃貸住宅の保証人代行

 マンスリー事業  マンスリー物件の斡旋

 興行事業
 バレエ、音楽、舞台芸術などの各種イベント公演の企画・制作及び興行の仲介

斡旋

 　　　３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、504,778千円であります。その主なもの

は提出会社の管理部門等に係る費用であります。

 　　　４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、9,666,580千円であります。その主なものは提出会社

が保有する余裕資金（現金及び預金）及び長期投資（投資有価証券等）であります。

 当連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

　

メディア

事業

（千円）

システム

関連事業

（千円）

旅行事業

（千円）

保険代理

事業

（千円）

保証人代

行事業

（千円）

マンス

リー事業

（千円）

興行事業

（千円）

計

（千円）

消去又は

全社

（千円）

連結

（千円）

Ⅰ売上高及び営業損

益

 売上高

          

　(1)外部顧客に対する

売上高
9,645,289 1,130,458 2,684,971 881,174 980,048 302,225 2,826,360 18,450,528 － 18,450,528

　(2)セグメント間の内

部売上高又は振

替高

1,888 241,176 46,521 11 － － 7,058 296,654 △296,654 －

計 9,647,177 1,371,635 2,731,492 881,185 980,048 302,225 2,833,418 18,747,183 △296,654 18,450,528
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メディア

事業

（千円）

システム

関連事業

（千円）

旅行事業

（千円）

保険代理

事業

（千円）

保証人代

行事業

（千円）

マンス

リー事業

（千円）

興行事業

（千円）

計

（千円）

消去又は

全社

（千円）

連結

（千円）

営業費用 6,186,781 1,292,263 2,849,696 356,599 908,740 388,213 2,987,899 14,970,194 230,663 15,200,857

営業利益

(又は営業損失△)
3,460,396 79,371 △118,204 524,586 71,308 △85,988 △154,480 3,776,989 △527,318 3,249,671

Ⅱ資産、減価償却費、

減損損失及び資本

的支出

          

 資産 4,405,617 544,643 336,323 1,485,601 612,635 47,667 2,655,899 10,088,388 6,988,296 17,076,685

 減価償却費 318,059 18,138 36,850 34,667 5,291 1,583 5,563 420,154 18,695 438,849

減損損失 － － 120,542 － － 2,978 － 123,521 － 123,521

 資本的支出 629,793 1,620 26,490 230 － 1,715 10,987 670,836 2,575 673,411

 （注）１．事業区分の方法

 　　　　　　事業は、サービスの種類及び性質により区分しております。

 　　　２．各区分に属する主要なサービス

事業区分 主要なサービス

 メディア事業
 情報誌「CHINTAI」、インターネット・サイト及び携帯電話向け情報サービ

スを媒体とする広告掲載サービス等

 システム関連事業
 システム開発・運営、保守メンテナンス、機器ソフト販売、不動産会社の基幹

システム構築及びグループウェア運用等

 旅行事業  海外旅行航空チケット販売及び海外アパートメント・ホテルの紹介等

 保険代理事業  入居者保険の販売代理

 保証人代行事業  賃貸住宅の保証人代行

 マンスリー事業  マンスリー物件の斡旋

 興行事業
 バレエ、音楽、舞台芸術などの各種イベント公演の企画・制作及び興行の仲介

斡旋

 　　　３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、526,052千円であります。その主なもの

は提出会社の管理部門等に係る費用であります。

 　　　４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、8,833,914千円であります。その主なものは提出会社

が保有する余裕資金（現金及び預金）及び長期投資（投資有価証券等）であります。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年11月１日

　至　平成20年10月31日）

　本邦以外の国又は地域に存在する連結子会社及び支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年11月１日

　至　平成20年10月31日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高

(千円)役員の
兼任等

事業上
の関係

役員 佐藤　茂 － －
当社代表取

締役会長

被所有

直接

（37.91）
－ －

ストッ

クオプ

ション

の行使

に伴う

自己株

式の処

分

390,195 － －

同上 鍛冶道人 － －
当社専務取

締役

被所有

直接

（0.27）
－ －

ストッ

クオプ

ション

の行使

に伴う

自己株

式の処

分

4,350 － －

同上 横山正見 － － 当社取締役

被所有

直接

（0.16）
－ －

ストッ

クオプ

ション

の行使

に伴う

自己株

式の処

分

14,181 － －

同上 手塚清二 － － 当社取締役

被所有

直接

（0.05）
－ －

ストッ

クオプ

ション

の行使

に伴う

自己株

式の処

分

6,960 － －

同上 城田昌良 － － 当社監査役

被所有

直接

（0.03）
－ －

ストッ

クオプ

ション

の行使

に伴う

自己株

式の処

分

4,350 － －

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等

㈱エイブ

ル

東京都

港区
2,622,077

不動産賃貸

仲介業

被所有

直接

（0.42）
－

当社の

情報誌

等に広

告を掲

載

広告掲

載料の

受取

8,054,123 売掛金 342,327

事務所

賃借料

等の支

払

6,920

前払費用

差入保証

金

未払金

536

5,045

36

外注編

集費の

支払 

1,200 － －

キャン

ペーン

協賛金

等の支

払

9,696 － －

取次手

数料等

の支払

16,444 未払金 25
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属性
会社等
の名称

住所
資本金又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高

(千円)役員の
兼任等

事業上
の関係

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等

エイブル

保証㈱

東京都

港区
100,000

賃貸アパー

ト、マン

ションのサ

ブリース業

－ －

当社の

情報誌

等に広

告を掲

載

広告掲

載料の

受取

1,920 売掛金 168

書籍の

販売
1,465 － －

事務所

等の賃

借料の

支払

67,272

差入保証

金

前払費用

110,000

5,886

社宅賃

借料等

の支払

1,172

差入保証

金

前払費用

110

84

広告宣

伝活動

の委託

1,408 未払金 317

キャン

ペーン

協賛金

等の支

払

499 － －

取次手

数料等

の支払

400 － －

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等の

子会社

㈱エイブ

ル総合研

究所

東京都

港区
50,000

経営コンサ

ルタント業
－

兼任

１名

当社が

調査活

動を委

託

業務委

託費の

支払

30,000 － －

広告宣

伝活動

の委託

956 前払費用 472

　（注）１．主要株主(個人)佐藤茂は当社の役員であり、「主要株主(個人)及びその近親者が議決権の過半数を所有してい

る会社等」との取引は「役員及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等」との取引と、また、

「主要株主（個人）及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等の子会社」との取引は「役員

及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等の子会社」との取引と同一であります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

 （1）㈱エイブル（主要株主である佐藤茂が５％、主要株主の近親者が57％（間接所有を含む）を所有）との取

引

①広告掲載料は、原則として物件の月額賃料を基準に、決定しております。

②事務所賃借料は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考に決定しております。

③外注編集費の支払条件は、当社の購買業務管理規程に基づくものであり、他の取引先と同一であります。

④報奨金及び販促活動による協賛金の額は、広告取引高が一定額を超えた場合に応じて決定しております。

⑤取次手数料等の支払いは、広告掲載の取次件数に応じて決定しております。

 （2）エイブル保証㈱（主要株主である佐藤茂が70％、主要株主の近親者が30％を所有）との取引

①広告掲載料は、原則として物件の月額賃料を基準に、決定しております。

②書籍の販売価格は、一般市場価格によっております。

③事務所賃借料は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考に決定しております。なお、契約上、当社の子会社である㈱

サンスイとの賃貸借契約となっておりますが、実質的には同社を経由した当社とエイブル保証㈱との取引

と認識しております。

④社宅賃借料は、近隣の不動産賃借料を参考に決定しております。

⑤広告宣伝活動の委託は、「広告掲出に関する契約書」により、決定しております。また、広告掲載料の取次に

関する手数料は、広告掲載の取次件数に応じて決定しております。 

⑥報奨金及び販促活動による協賛金の額は、広告取引高が一定額を超えた場合に応じて決定しております。

⑦取次手数料等の支払いは、広告掲載の取次件数に応じて決定しております。
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 （3）㈱エイブル総合研究所（関連当事者である㈱エイブルが100％を所有）との取引

①業務委託費は、「業務委託契約」により、決定しております。

②広告宣伝活動の委託は、「広告掲出に関する契約書」により、決定しております。

  ３．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

当連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高

(千円)役員の
兼任等

事業上
の関係

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等

㈱エイブ

ル

東京都

港区
2,622,077

不動産賃貸

仲介業

被所有

直接

（0.41）
－

当社の

情報誌

等に広

告を掲

載

広告掲

載料の

受取

7,172,964 売掛金 312,665

Web設
備利用

料の受

取

26,400 未収入金 2,520

事務所

賃借料

等の支

払

6,589

前払費用

差入保証

金

未払金

536

5,045

39

社宅賃

借料等

の支払

357 － －

外注編

集費の

支払

600 － －

販売促

進費の

支払

300 未払金 315

キャン

ペーン

協賛金

等の支

払

16,120 － －

取次手

数料等

の支払

15,872 － －

同上
エイブル

保証㈱

東京都

港区
100,000

賃貸アパー

ト、マン

ションのサ

ブリース業

－
兼任

１名

当社の

情報誌

等に広

告を掲

載

広告掲

載料の

受取

3,959 売掛金 1,259

事務所

賃借料

等の支

払

60,552

差入保証

金

前払費用

110,000

5,298

社宅賃

借料等

の支払

1,608

差入保証

金

前払費用

310

284

販売促

進費の

支払

863 未払金 332

キャン

ペーン

報奨金

等の支

払

235 － －

取次手

数料等

の支払

485 － －
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属性
会社等
の名称

住所
資本金又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高

(千円)役員の
兼任等

事業上
の関係

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等の

子会社

㈱エイブ

ルリサー

チ・イン

ターナ

ショナル

（旧㈱エ

イブル総

合研究

所）

東京都

港区
50,000

経営コンサ

ルティング

業

－
兼任

１名

当社が

調査活

動を委

託

業務委

託費の

支払

30,000 － －

広告宣

伝活動

の委託

1,661
前払費用

未払金

472
157
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属性
会社等
の名称

住所
資本金又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高

(千円)役員の
兼任等

事業上
の関係

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等の

子会社

ＡＢＬＥ

ＲＥＡＬ

ＥＳＴＡＴ

Ｅ ＵＳＡ,
ＩＮＣ.

米国

ニュー

ヨーク

州

10,000
米国＄

海外不動産

賃貸仲介業
－ －

当社が

調査活

動を委

託

業務委

託費の

支払

8,400 － －

同上

ＡＢＬＥ

ＲＥＡＬ

ＥＳＴＡＴ

Ｅ(ＵＫ).,Ｌ
ｔｄ.

英国ロ

ンドン

市

33,980
英国£

海外不動産

賃貸仲介業
－ －

当社が

広告宣

伝活動

を委託

業務委

託費の

支払

4,200 － －

　（注）１．主要株主(個人)佐藤茂は当社の役員であり、「主要株主(個人)及びその近親者が議決権の過半数を所有してい

る会社等」との取引は「役員及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等」との取引と、また、

「主要株主（個人）及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等の子会社」との取引は「役員

及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等の子会社」との取引と同一であります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

 （1）㈱エイブル（主要株主である佐藤茂が５％、主要株主の近親者が57％（間接所有を含む）を所有）との取

引

①広告掲載料は、原則として物件の月額賃料を基準に決定しております。

②Ｗｅｂ設備利用料は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

③事務所賃借料は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考に決定しております。

④社宅賃借料は、近隣の不動産賃借料を参考に決定しております。

⑤外注編集費の支払条件は、当社の購買業務管理規程に基づくものであり、他の取引先と同一であります。

⑥販売促進費の支払は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

⑦報奨金及び販促活動による協賛金の額は、広告取引高が一定額を超えた場合に応じて決定しております。

⑧取次手数料等の支払いは、広告掲載の取次件数に応じて決定しております。

 （2）エイブル保証㈱（主要株主である佐藤茂が70％、主要株主の近親者が30％（間接所有を含む）を所有）と

の取引

①広告掲載料は、原則として物件の月額賃料を基準に決定しております。

②事務所賃借料は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考に決定しております。なお、契約上、当社の子会社である㈱

サンスイとの賃貸借契約となっておりますが、実質的には同社を経由した当社とエイブル保証㈱との取引

と認識しております。

③社宅賃借料は、近隣の不動産賃借料を参考に決定しております。

④販売促進費の支払は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

⑤報奨金及び販促活動による協賛金の額は、広告取引高が一定額を超えた場合に応じて決定しております。

⑥取次手数料等の支払いは、広告掲載の取次件数に応じて決定しております。

 （3）㈱エイブルリサーチ・インターナショナル（関連当事者である㈱エイブルが100％を所有）との取引

①業務委託費は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

②広告宣伝活動の委託は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

なお、㈱エイブル総合研究所は平成20年３月１日付で㈱エイブルリサーチ・インターナショナルと商号

変更しております。

 （4）ＡＢＬＥ ＲＥＡＬ ＥＳＴＡＴＥ ＵＳＡ,ＩＮＣ.（関連当事者である㈱エイブルが100％を間接所有）と

の取引

　業務委託費は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

 （5）ＡＢＬＥ ＲＥＡＬ ＥＳＴＡＴＥ（ＵＫ）.,Ｌｔｄ.（関連当事者である㈱エイブルが100％を間接所有）と

の取引

　業務委託費は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

  ３．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１株当たり純資産額       24,433円45銭

１株当たり当期純利益金額        5,125円24銭

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
       5,104円35銭

１株当たり純資産額       24,379円96銭

１株当たり当期純利益金額        1,888円83銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

　
前連結会計年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 2,792,373 1,034,839

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 2,792,373 1,034,839

期中平均株式数（株） 544,828 547,873

　   

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） 2,229 －

　（うち新株予約権） (2,229) (－)

　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

第５回新株予約権、第６回新株予約

権、第７回新株予約権。この詳細は、

「第４提出会社の状況、１株式等の

状況、(2)新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。

第３回新株予約権、第４回新株予約

権、第５回新株予約権、第６回新株

予約権及び第７回新株予約権。この

詳細は、「第４提出会社の状況、１

株式等の状況、(2)新株予約権等の

状況」に記載のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

株式会社光藍社 第１回社債 
平成年月日

16.６.28
220,000

220,000

 （220,000）
1.1 なし 

平成年月日

21.６.26

株式会社光藍社 第２回社債 
平成年月日

17.３.15

100,000

 （100,000）
－ 0.7 あり

平成年月日

20.３.10

株式会社光藍社 
第３回期限前償還条項付

社債 

平成年月日

17.３.25

10,000

 （10,000）
－ 0.6 なし

平成年月日

20.３.25

株式会社光藍社 第４回社債 
平成年月日

17.12.29
100,000

100,000

 （100,000）
0.5 なし 

平成年月日

20.12.29

合計 － －
430,000

 （110,000）

320,000

 （320,000）　
－ － －

　（注）１．（　）内書は、１年内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定は以下のとおりであります。

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

320,000 － －  －  －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,400,000 1,400,000 1.2 －

１年以内に返済予定の長期借入金 44,350 36,000 1.3 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 107,000 71,000 1.3 平成21年～23年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他の有利子負債 － － － －　

合計 1,551,350 1,507,000 － －

　（注）１．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結貸借対照表日後５年以内における返済予定額は以

下のとおりであります。

　
１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

長期借入金 36,000 35,000 － －

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年10月31日）
当事業年度

（平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 ※1  7,656,139   6,210,772  

２．売掛金 ※2  600,181   526,771  

３．製品 　  6,720   6,465  

４．仕掛品 　  22,937   15,262  

５．貯蔵品 　  4,285   7,287  

６．前払費用 ※2  144,281   122,474  

７．繰延税金資産 　  93,821   56,581  

８．短期貸付金 ※2  1,252,000   1,443,375  

９．仮払金 　  －   342,739  

10．その他 ※2  10,621   67,162  

貸倒引当金 　  △1,943   △53,427  

流動資産合計 　  9,789,045 64.2  8,745,463 59.2

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1)建物 　 74,456   76,552   

減価償却累計額 　 23,238 51,217  30,011 46,541  

(2)構築物 　 1,050   1,050   

減価償却累計額 　 492 557  553 496  

(3)工具器具備品 　 459,026   285,434   

減価償却累計額 　 282,637 176,389  224,339 61,094  

(4)土地 　  －   1,083  

有形固定資産合計 　  228,164 1.5  109,216 0.7

２．無形固定資産 　       

(1)商標権 　  380,128   300,108  

(2)ソフトウエア 　  457,466   594,371  

(3)その他 　  7,020   7,020  

無形固定資産合計 　  844,615 5.6  901,500 6.1
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前事業年度

（平成19年10月31日）
当事業年度

（平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産 　       

(1)投資有価証券 　  1,020,163   1,560,846  

(2)関係会社株式 　  2,297,537   2,326,578  

(3)長期貸付金 ※2  417,000   251,625  

(4)破産・更生等債権 　  161,342   10,909  

(5)長期前払費用 　  18,216   14,663  

(6)繰延税金資産 　  326,840   589,388  

(7)差入保証金 ※2  266,063   266,370  

(8)その他 　  30,393   27,450  

貸倒引当金 　  △159,342   △25,534  

投資その他の資産合計 　  4,378,214 28.7  5,022,297 34.0

固定資産合計 　  5,450,994 35.8  6,033,013 40.8

資産合計 　  15,240,040 100.0  14,778,477 100.0
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前事業年度

（平成19年10月31日）
当事業年度

（平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 　  184,151   158,389  

２．短期借入金 　  1,100,000   1,300,000  

３．未払金 　  264,842   234,807  

４．未払費用 　  9,943   9,803  

５．未払法人税等 　  769,306   39,891  

６．前受金 　  8,910   8,525  

７．預り金 　  11,363   13,027  

８．前受収益 　  8,476   8,409  

９．賞与引当金 　  34,649   41,951  

10．役員賞与引当金 　  20,000   1,550  

11．その他 　  135,960   2,490  

流動負債合計 　  2,547,604 16.7  1,818,847 12.3

Ⅱ　固定負債 　       

１．その他 　  8,500   7,900  

固定負債合計 　  8,500 0.1  7,900 0.1

負債合計 　  2,556,104 16.8  1,826,747 12.4
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前事業年度

（平成19年10月31日）
当事業年度

（平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  2,070,079 13.6  2,070,079 14.0

２．資本剰余金 　       

(1)資本準備金 　 3,165,016   3,165,016   

資本剰余金合計 　  3,165,016 20.7  3,165,016 21.4

３．利益剰余金 　       

(1)利益準備金 　 7,500   7,500   

(2)その他利益剰余金 　       

特別償却準備金 　 1,614   357   

別途積立金 　 500,000   500,000   

繰越利益剰余金 　 7,156,959   7,505,380   

利益剰余金合計 　  7,666,073 50.3  8,013,238 54.2

４．自己株式 　  △229,501 △1.5  △286,959 △1.9

株主資本合計 　  12,671,667 83.1  12,961,374 87.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  12,268 0.1  △9,644 △0.1

評価・換算差額等合計 　  12,268 0.1  △9,644 △0.1

純資産合計 　  12,683,936 83.2  12,951,730 87.6

負債純資産合計 　  15,240,040 100.0  14,778,477 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当事業年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※3  10,686,296 100.0  9,647,177 100.0

Ⅱ　売上原価 　  2,701,747 25.3  2,658,271 27.5

売上総利益 　  7,984,549 74.7  6,988,906 72.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1  4,117,516 38.5  4,058,941 42.1

営業利益 　  3,867,032 36.2  2,929,964 30.4

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 24,487   29,464   

２．受取配当金 ※3 220,880   367,144   

３．投資事業組合投資利益 　 189,294   －   

４．その他 　 35,034 469,695 4.4 6,934 403,543 4.2

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 15,420   21,085   

２．貸倒引当金繰入額 　 95,120   －   

３．投資事業組合投資損失 　 －   517,157   

４．たな卸資産廃棄損 　 18,987   －   

５．その他 　 264 129,792 1.2 7,845 546,088 5.7

経常利益 　  4,206,936 39.4  2,787,419 28.9

Ⅵ　特別利益 　       

１．貸倒引当金戻入益 　 2,290   －   

２．役員賞与引当金戻入益 　 － 2,290 0.0 10,150 10,150 0.1

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産除却損 ※2 1,352   381,708   

２．貸倒引当金繰入額 　 －   53,167   

３．関係会社株式評価損 　 230,694 232,046 2.2 270,958 705,834 7.3

税引前当期純利益 　  3,977,180 37.2  2,091,734 21.7

法人税、住民税及び事業税 　 1,662,291   926,673   

法人税等調整額 　 △126,827 1,535,463 14.4 △210,700 715,973 7.4

当期純利益 　  2,441,716 22.8  1,375,761 14.3
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売上原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当事業年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　 458,874 16.9 406,431 15.3

Ⅱ　労務費 　 100,136 3.7 118,582 4.5

Ⅲ　経費 ※1 2,153,556 79.4 2,125,412 80.2

小計 　 2,712,567 100.0 2,650,426 100.0

当期商品仕入高 　 245  239  

期首仕掛品たな卸高 　 39,716  22,937  

期首製品たな卸高 　 3,306  6,720  

他勘定振替高 ※2 24,430  324  

期末仕掛品たな卸高 　 22,937  15,262  

期末製品たな卸高 　 6,720  6,465  

売上原価 　 2,701,747  2,658,271  

　 　     

(注)

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当事業年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

原価計算の方法

　雑誌・書籍

　個別原価計算であります。

原価計算の方法

　雑誌・書籍

同左

※１．主な内訳は次のとおりであります。 ※１．主な内訳は次のとおりであります。

外注制作費     955,177千円

外注編集費      437,304千円

外注制作費    870,786千円

外注編集費      380,156千円

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

たな卸資産廃棄損への振替高      24,430千円 販売費及び一般管理費への振替高       324千円
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③【株主資本等変動計算書】

　　前事業年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計特別償却
準備金

別途積立
金

繰越利益剰余
金

平成18年10月31日
残高（千円）

2,070,079 3,165,016 3,165,016 7,500 2,872 500,000 6,830,206 7,340,579 △1,784,123 10,791,551

事業年度中の変動
額

          

剰余金の配当       △1,081,077 △1,081,077  △1,081,077

特別償却準備金
の取り崩し

    △1,257  1,257 －  －

当期純利益       2,441,716 2,441,716  2,441,716

自己株式の処分       △1,035,144 △1,035,144 1,554,621 519,477

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額（純
額）

          

事業年度中の変動
額合計
（千円）

－ － － － △1,257 － 326,752 325,494 1,554,621 1,880,116

平成19年10月31日
残高（千円）

2,070,079 3,165,016 3,165,016 7,500 1,614 500,000 7,156,959 7,666,073 △229,501 12,671,667

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年10月31日
　残高（千円）

103,585 103,585 10,895,136

事業年度中の変動
額

   

剰余金の配当   △1,081,077

特別償却準備金
の取り崩し

  －

当期純利益   2,441,716

自己株式の処分   519,477

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額（純
額）

△91,316 △91,316 △91,316

事業年度中の変動
額合計（千円）

△91,316 △91,316 1,788,799

平成19年10月31日
　残高（千円）

12,268 12,268 12,683,936

　　当事業年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計特別償却
準備金

別途積立
金

繰越利益剰余
金

平成19年10月31日
残高（千円）

2,070,079 3,165,016 3,165,016 7,500 1,614 500,000 7,156,959 7,666,073 △229,501 12,671,667

事業年度中の変動
額

          

剰余金の配当       △1,028,596 △1,028,596  △1,028,596
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余金合

計特別償却
準備金

別途積立
金

繰越利益剰余
金

特別償却準備金
の取り崩し

    △1,257  1,257 －  －

当期純利益       1,375,761 1,375,761  1,375,761

自己株式の取得         △57,457 △57,457

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額（純
額）

          

事業年度中の変動
額合計（千円）

－ － － － △1,257 － 348,421 347,164 △57,457 289,706

平成20年10月31日
残高（千円）

2,070,079 3,165,016 3,165,016 7,500 357 500,000 7,505,380 8,013,238 △286,959 12,961,374

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年10月31日
　残高（千円）

12,268 12,268 12,683,936

事業年度中の変動
額

   

剰余金の配当   △1,028,596

特別償却準備金
の取り崩し

  －

当期純利益   1,375,761

自己株式の取得   △57,457

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額（純
額）

△21,912 △21,912 △21,912

事業年度中の変動
額合計（千円）

△21,912 △21,912 267,794

平成20年10月31日
　残高（千円）

△9,644 △9,644 12,951,730
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当事業年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

（1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

（1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 （2）その他有価証券 （2）その他有価証券
 時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

 なお、投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資については、持分

相当額を純額で取り込む方法によって

おります。

時価のないもの

同左

 

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

（1）商品

　移動平均法による低価法を採用して

おります。

―――――――

 （2）製品及び仕掛品

　個別法による原価法を採用しており

ます。

（1）製品及び仕掛品

同左

 （3）貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法を採用

しております。

（2）貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

（1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）

については定額法）を採用しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

・建物３～18年

・工具器具備品３～20年

（1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）

については定額法）を採用しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

・建物３～47年

・工具器具備品３～20年
 （会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い当事業年度よ

り、平成19年４月１日以後に取得した

有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。

　なお、この変更による損益に与える影

響は軽微であります。
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項目
前事業年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当事業年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

  （追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得価額

の５％に達した事業年度の翌事業年度

より取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

なお、この変更による損益に与える

影響は軽微であります。

 （2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

（2）無形固定資産

同左

４．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

（1）貸倒引当金

同左

 （2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、賞与支給見込額の当事業年

度負担額を計上しております。

（2）賞与引当金

同左

 （3）役員賞与引当金

　当社は、役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。

（3）役員賞与引当金

同左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。

消費税等の会計処理

同左

EDINET提出書類

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ(E05437)

有価証券報告書

 96/114



会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当事業年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

（企業結合に係る会計基準等）

 当事業年度より「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12

月27日　企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準委員会　平成18年12月22日最終改正　企業会

計基準適用指針第10号）を適用しております。

―――――――

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当事業年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

（貸借対照表）

　前事業年度まで流動負債に表示しておりました「未払

消費税等」は、当事業年度において、金額的重要性が乏

しくなったため「その他」に含めております。

　なお、当事業年度の「その他」に含まれている「未払

消費税等」は23,740千円であります。　　　　　　　

（貸借対照表）

　前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「仮払金」は、当事業年度において、資産

の総額の100分の1を超えたため区分掲記しております。

　なお、前事業年度の「その他」に含まれている「仮払

金」は111千円であります。　　　　　　　

（損益計算書）

 前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「貸倒引当金繰入額」は、営業外費用

総額の100分の10を超えたため区分掲記しております。

　なお、前事業年度の「その他」に含まれている「貸倒

引当金繰入額」は945千円であります。

（損益計算書）

―――――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年10月31日）

当事業年度
（平成20年10月31日）

 ※１　　　　   　　―――――――  ※１　担保資産及び担保対応債務

       　担保提供資産

       　　定期預金 　　　　　   　　　　50,000千円

担保対応債務

　上記の定期預金は、関係会社の仕入債務43,496千

円の担保に供しております。

 ※２　関係会社に対するものは次のとおりであります。

       　短期貸付金 　　　　　      　1,252,000千円

       　長期貸付金 　　　　　　　　　　417,000千円

上記以外の資産　　　　　　　　 115,940千円

（その金額は、資産の総額の100分の１を超えて

おります。）

 ※２　関係会社に対するものは次のとおりであります。

       　短期貸付金 　　　　　 　　　 1,443,375千円

       　長期貸付金 　　　　　　　　　　251,625千円

上記以外の資産　　　　　　　　 116,940千円

 　３　次のとおり保証を行っております。

 　　　　株式会社サンスイ

       　仕入債務 　　　　　　　　   　　31,185千円

 　３　　　 　　　　―――――――

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当事業年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は53％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は47％であり

ます。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は50％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は50％であり

ます。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

広告宣伝費   1,333,586千円

販売促進費 343,755

配送費 336,163

貸倒引当金繰入額 20,000

役員報酬 290,330

給与諸手当 356,204

賞与引当金繰入額 29,071

役員賞与引当金繰入額 20,000

減価償却費 137,940

業務委託費 335,710

広告宣伝費    1,142,106千円

販売促進費 413,460

配送費 323,803

貸倒引当金繰入額 3,560

役員報酬 300,560

給与諸手当 417,397

賞与引当金繰入額 34,303

役員賞与引当金繰入額 1,550

業務委託費 359,569
  

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物        660千円

工具器具備品        691千円

　計        1,352千円

工具器具備品      73,348千円

ソフトウェア      308,360千円

　計      381,708千円

 ※３　関係会社に対するものは次のとおりであります。

売上高  3,195千円

受取配当金  220,800千円

 ※３　関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取配当金   366,124千円
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（株主資本等変動計算書関係）

　前事業年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

　

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前期末株式数

（株）

当期増加株式数

（株）

当期減少株式数

（株）

当期末株式数

（株）

 自己株式 　 　 　 　

 　普通株式（注） 13,705 － 11,942 1,763

合計 13,705 － 11,942 1,763

 （注）自己株式の減少11,942株は、新株予約権の行使に充当したことによるものであります。

　当事業年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

　

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前期末株式数

（株）

当期増加株式数

（株）

当期減少株式数

（株）

当期末株式数

（株）

 自己株式 　 　 　 　

 　普通株式（注） 1,763 2,194 － 3,957

合計 1,763 2,194 － 3,957

 （注）自己株式の株式数の増加2,194株は、市場買付による増加であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当事業年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具備品 3,294 1,921 1,372

合計 3,294 1,921 1,372

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具器具備品 349,038 65,966 283,071

合計 349,038 65,966 283,071

（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額

１年内       673千円

１年超           748千円

合計           1,421千円

１年内     67,533千円

１年超          219,448千円

合計          286,981千円

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料       700千円

減価償却費相当額       658千円

支払利息相当額     43千円

支払リース料      69,120千円

減価償却費相当額      64,045千円

支払利息相当額    8,936千円

（4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

（4）減価償却費相当額の算定方法

同左

（5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。

（5）利息相当額の算定方法

同左

２.オペレーティング・リース取引

 　　（借主側）

 　　未経過リース料

 １年内 2,582千円 

 １年超 －千円 

 合計 2,582千円 

２.オペレーティング・リース取引

 　　（借主側）

 　　未経過リース料

 １年内   1,461千円 

 １年超 　－千円 

 合計  1,461千円 

（有価証券関係）

　　　　前事業年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

　　　　　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　　　　当事業年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

　　　　　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年10月31日）

当事業年度
（平成20年10月31日）

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  　

賞与引当金損金算入限度超過額 13,859千円

未払事業税否認 59,674  

貸倒引当金損金算入限度超過額 63,304  

売掛金調整 33,181  

関係会社株式評価損 160,276  

投資有価証券評価損 57,999  

減価償却超過額 32,566  

その他 9,099  

繰延税金資産合計 429,961  

繰延税金負債   

　その他有価証券評価差額金 △8,178  

その他 △1,120  

繰延税金負債合計 △9,299  

繰延税金資産の純額 420,661  

繰延税金資産  　

賞与引当金損金算入限度超過額 16,780千円

未払事業税否認 8,306  

貸倒引当金損金算入限度超過額 31,261  

売掛金調整 43,553  

関係会社株式評価損 268,619  

投資有価証券評価損 246,680  

減価償却超過額 16,666  

その他有価証券評価差額金　 6,429  

その他 9,040  

繰延税金資産合計 647,338  

繰延税金負債   

その他 △1,368  

繰延税金負債合計 △1,368  

繰延税金資産の純額 645,970  

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.0%

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3  

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目
△2.2  

住民税均等割等 0.2  

その他 0.3  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.6  

法定実効税率 40.0%

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4  

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目
△6.9  

住民税均等割等 0.4  

その他 △0.1  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.8  
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当事業年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１株当たり純資産額     23,121円19銭

１株当たり当期純利益金額       4,481円63銭

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
      4,463円37銭

１株当たり純資産額      23,704円14銭

１株当たり当期純利益金額        2,511円09銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

　
前事業年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当事業年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 2,441,716 1,375,761

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 2,441,716 1,375,761

期中平均株式数（株） 544,828 547,873

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） 2,229 －

　（うち新株予約権） (2,229) (－)

　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たりの当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

第５回新株予約権、第６回新株予約

権、第７回新株予約権。この詳細は、

「第４提出会社の状況、１株式等の

状況、(2)新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。

第３回新株予約権、第４回新株予約

権、第５回新株予約権、第６回新株

予約権及び第７回新株予約権。この

詳細は、「第４提出会社の状況、１

株式等の状況、(2)新株予約権等の

状況」に記載のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）

 投資有価証券
 その他有

価証券

㈱オープンドア 275 167,500

エイブルリート投資法人 650 138,231

アジリティー・アセット・アドバイザーズ

㈱
515 16,995

㈱アドパーク 280 15,176

エイブル・インベストメント・アドバイ

ザーズ㈱
300 15,000

㈱デスティナ・ジャパン 50 0

計 2,070 352,902

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額

（千円）

 投資有価証券
 その他有

価証券

（匿名組合契約）   

　匿名組合契約（２銘柄） － 811,298

（投資事業有限責任組合契約）   

　投資事業有限責任組合契約（３銘柄） 32 396,645

計 32 1,207,943

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 74,456 2,096 － 76,552 30,011 6,773 46,541

構築物 1,050 － － 1,050 553 60 496

工具器具備品 459,026 2,709 176,301 285,434 224,339 44,655 61,094

土地 － 1,083 － 1,083 － － 1,083

有形固定資産計 534,532 5,889 176,301 364,120 254,904 51,489 109,216

無形固定資産        

商標権 800,200 － － 800,200 500,091 80,020 300,108

ソフトウェア 1,275,421 628,109 877,904 1,025,626 431,254 184,743 594,371

その他 7,020 － － 7,020 － － 7,020

無形固定資産計 2,082,641 628,109 877,904 1,832,846 931,345 264,763 901,500

長期前払費用 71,038 2,925 － 73,963 59,300 6,478 14,663

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

資産の種類 内容 増加額（千円）

ソフトウェア Ｗｅｂ関係 599,592

EDINET提出書類

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ(E05437)

有価証券報告書

103/114



２　当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

資産の種類 内容 増加額（千円）

工具器具備品 Ｗｅｂ関係 171,731

ソフトウェア Ｗｅｂ関係 876,654

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 161,286 68,862 139,052 12,134 78,962

賞与引当金 34,649 41,951 34,649 － 41,951

役員賞与引当金 20,000 1,550 9,850 10,150 1,550

　（注）１　貸倒引当金の当期減少額（その他）のうち26千円は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。また、

12,108千円は、入金による取崩額であります。

２　役員賞与引当金の当期減少額（その他）10,150千円は、支給に至らなかったものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

ａ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,541

預金  

普通預金 5,129,524

定期預金 1,050,000

振替口座（ゆうちょ銀行） 17,606

別段預金 12,099

小計 6,209,231

合計 6,210,772

ｂ．売掛金

（ａ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱エイブル 312,665

㈱山晃住宅 15,173

㈱ハウスメイトショップ 4,109

㈱サンヨーホーム 3,634

㈱キンキホーム 3,592

その他 187,596

合計 526,771

（ｂ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（千円）

当期発生高

（千円）

当期回収高

（千円）

次期繰越高

（千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

600,181 10,023,090 10,096,500 526,771 95.0 20

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。
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ｃ．製品

品目 金額（千円）

ザガット東京2009年流通版 3,335

ザガット関西2008年流通版 1,974

ザガット東京2008年流通版 998

ザガット東京2007年流通版 76

マーケティングレポートvol5 51

ザガット関西2007年流通版 25

ザガット関西2006年流通版 2

ザガット東京2006年流通版 1

合計 6,465

ｄ．仕掛品

品目 金額（千円）

ザガット東京2009年版 7,651

ザガット関西2008年版 3,773

ザガット長野 1,741

情報誌CHINTAI 1,678

ザガットムービーガイド 416

合計 15,262

ｅ．貯蔵品

区分 金額（千円）

販促品 7,287

合計 7,287

ｆ．短期貸付金

品目 金額（千円）

㈱エーシーサービス 800,000

㈱ＨＤＡ 400,000

㈱サンスイ 110,000

㈱ＣＨＩＮＴＡＩトラベルサービス 70,000

㈱ＭｏｎｔｈｌｙＣＨＩＮＴＡＩ 63,375

合計 1,443,375

②　固定資産 

ａ．投資有価証券

投資有価証券は、1,560,846千円であり、その内容については「２　財務諸表等（1）財務諸表　④附属明細表　有

価証券明細表」に記載しております。

ｂ．関係会社株式
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区分 金額（千円）

㈱光藍社 1,820,004

㈱エーシーサービス 245,420

㈱ＨＤＡ 90,000

㈱サンスイ 88,034

㈱ＣＨＩＮＴＡＩトラベルサービス 83,118

㈱ＭｏｎｔｈｌｙＣＨＩＮＴＡＩ 0

合計 2,326,578

③　流動負債

ａ．買掛金

相手先 金額（千円）

凸版印刷㈱ 56,640

大日本印刷㈱ 28,400

㈱ＮＴＴクオリス 24,437

㈱ＦＰＣ 19,123

㈱アイエスアイ 13,594

その他 16,191

合計 158,389

ｂ．短期借入金

区分 金額（千円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 900,000

㈱みずほ銀行 400,000

合計 1,300,000

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 11月１日から10月31日まで

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内

基準日 10月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券、1,000株券

剰余金の配当の基準日
４月30日

10月31日

１単元の株式数 ───

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.chintai.jp/

株主に対する特典 なし
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第16期）（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）平成20年１月30日関東財務局長に提出。

（2）有価証券報告書の訂正報告書

平成20年１月11日関東財務局長に提出。

事業年度（第15期）（自　平成17年11月１日　至　平成18年10月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。

（3）半期報告書

　事業年度（第17期）（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）平成20年７月30日関東財務局長に提出。

（4）自己株券買付状況報告書

　報告期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年６月30日）平成20年７月10日関東財務局長に提出。

　報告期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年７月31日）平成20年８月11日関東財務局長に提出。

　報告期間（自　平成20年８月１日　至　平成20年８月31日）平成20年９月10日関東財務局長に提出。

　報告期間（自　平成20年９月１日　至　平成20年９月30日）平成20年10月10日関東財務局長に提出。

　報告期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年10月31日）平成20年11月10日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年１月29日

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ  

 取締役会　御中    

 新日本監査法人 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 安　　義利　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 海野　隆善　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 寶野　裕昭　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ＣＨＩＮＴＡＩの平成18年11月１日から平成19年10月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ＣＨＩＮＴＡＩ及び連結子会社の平成19年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上 

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成21年１月28日

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ  

 取締役会　御中    

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 安　　義利　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 海野　隆善　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 寶野　裕昭　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ＣＨＩＮＴＡＩの平成19年11月１日から平成20年10月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ＣＨＩＮＴＡＩ及び連結子会社の平成20年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上 

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年１月29日

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ  

 取締役会　御中    

 新日本監査法人 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 安　　義利　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 海野　隆善　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 寶野　裕昭　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ＣＨＩＮＴＡＩの平成18年11月１日から平成19年10月31日までの第16期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基

礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ＣＨＩＮＴＡＩの平成19年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上 

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成21年１月28日

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ  

 取締役会　御中    

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 安　　義利　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 海野　隆善　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 寶野　裕昭　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ＣＨＩＮＴＡＩの平成19年11月１日から平成20年10月31日までの第17期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基

礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ＣＨＩＮＴＡＩの平成20年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上 

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。
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